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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　結着樹脂、着色剤、及びワックス成分を少なくとも含有するトナー粒子と、無機微粉体
とを有する非磁性トナーであって、
１）５０～８０℃の温度範囲において、前記トナーの貯蔵弾性率（Ｇ'）と損失弾性率（
Ｇ”）の比である損失正接（ｔａｎδ）の値が最大となる温度をＴ１としたときに、前記
温度Ｔ１での前記トナーの貯蔵弾性率（Ｇ'（Ｔ１））（ｄＮ／ｍ2）の値が、
５．００×１０7≦Ｇ'（Ｔ１）≦１．００×１０9を満たし、
２）前記５０～８０℃の温度範囲において、前記トナーの貯蔵弾性率（Ｇ'）と損失弾性
率（Ｇ”）の比である損失正接（ｔａｎδ）の値が０．８０～２．００を示す温度が、連
続して１５℃以上の範囲で存在し、
３）１２０～１６０℃の温度範囲において、前記トナーの貯蔵弾性率（Ｇ'）と損失弾性
率（Ｇ”）の比である損失正接（ｔａｎδ）の値が、常に１．００以上であることを特徴
とする非磁性トナー。
【請求項２】
　前記温度Ｔ１における前記トナーの貯蔵弾性率（Ｇ'）と損失弾性率（Ｇ”）の比であ
る損失正接（ｔａｎδ（Ｔ１））の値が、
１．００≦ｔａｎδ（Ｔ１）≦２．００
を満たすことを特徴とする請求項１に記載の非磁性トナー。
【請求項３】
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　前記１２０～１６０℃の温度範囲において、前記トナーの貯蔵弾性率（Ｇ'）と損失弾
性率（Ｇ”）の比である損失正接（ｔａｎδ）の値が最大となる温度をＴ２としたときに
、前記温度Ｔ２での前記トナーの損失正接（ｔａｎδ（Ｔ２））の値が、
１．５０≦ｔａｎδ（Ｔ２）≦４．５０
を満たし、かつ前記温度Ｔ２での前記トナーの貯蔵弾性率（Ｇ'（Ｔ２））（ｄＮ／ｍ2）
が、
１．００×１０3≦Ｇ'（Ｔ２）≦１．００×１０5を満たすことを特徴とする請求項１又
は２に記載の非磁性トナー。
【請求項４】
　フローテスターによって測定される、１００℃における前記トナーの溶融粘度が、５．
００×１０3～２．００×１０4Ｐａ・ｓであることを特徴とする請求項１乃至３のいずれ
かに記載の非磁性トナー。
【請求項５】
　該トナー粒子が、スルホン酸基、スルホン酸塩基、又はスルホン酸エステル基を含有す
る重合体又は共重合体を含有することを特徴とする請求項１乃至４のいずれかに記載の非
磁性トナー。
【請求項６】
　下記構造式（１）あるいは（２）で表される化合物を更に含有することを特徴とする請
求項１乃至５のいずれかに記載の非磁性トナー。
【化１】

（式中、Ｒ1～Ｒ6は、炭素数１～６までのアルキル基であり、互いに同じであっても、異
なっていても良い。）
【化２】

（式中、Ｒ7～Ｒ11は、炭素数１～６までのアルキル基であり、互いに同じであっても、
異なっていても良い。）
【請求項７】
　前記トナーは、フロー式粒子像分析装置により測定された平均円形度が０．９６０～０
．９９５であり、重量平均粒径（Ｄ４）が４．０～９．０μｍであることを特徴とする請
求項１乃至６のいずれかに記載の非磁性トナー。
【請求項８】
　前記無機微粉体は、平均一次粒径が４～８０ｎｍであり、トナー粒子１００質量部に対
して、０．１～４．０質量部添加されていることを特徴とする請求項１乃至７のいずれか
に記載の非磁性トナー。
【請求項９】
　前記トナー粒子は、水系媒体中で造粒する工程を経て製造されたことを特徴とする請求
項１乃至８のいずれかに記載の非磁性トナー。
【請求項１０】
　前記トナー粒子は、懸濁重合法で製造されたことを特徴とする請求項９に記載の非磁性
トナー。
【発明の詳細な説明】
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【技術分野】
【０００１】
本発明は、電子写真法、静電記録法、トナージェット法の如き記録方法に用いられる非磁
性トナーに関するものである。
【背景技術】
【０００２】
近年、プリンター装置の如き電子写真装置に対しては、高精細化、高画質化、省エネルギ
ー化をこれまで以上に達成しつつ、より高速の印字が可能であり、低ランニングコストで
あること強く望まれている。
【０００３】
それに伴って、トナーに要求される特性としても、ますます高く、かつ多岐にわたってき
ており、さまざまな観点からの開発が行われている。
【０００４】
高精細、高画質の観点からは、１２００、２４００ｄｐｉといったマシンの高解像度化に
あわせて、トナーとしては、微粒子化の方向が望まれている。その微粒子化されたトナー
の製造方法の一つとして、重合法による製造が提案されている。この重合法トナーには、
乳化会合（凝集）した樹脂粒子と着色剤粒子とを凝集、融着させて不定形化したトナー（
乳化会合（凝集）型トナー）を調製する方法や、ラジカル重合性モノマーと着色剤とを分
散し、ついで水系媒体等に所望のトナー粒径になるように液滴分散し、懸濁重合させる工
程を経てトナー粒子を調製する方法（懸濁重合トナー）がある。
【０００５】
特に、懸濁重合法によるトナー粒子の製造では、微粒子化が容易であるばかりか、得られ
るトナーは、粒度分布がシャープであり、球形度が高く、かつ表面の材質がほぼ均一にな
るため、均一な摩擦帯電性が得られる。その結果、高現像性、高転写性を有するトナーを
得ることができる。また、上述したように、シャープな粒度分布が得られるということか
ら分級工程の簡略化も可能になる。そのため、懸濁重合法によるトナー粒子の製造は、エ
ネルギーの節約、製造時間の短縮、工程収率の向上、コスト削減効果も大きく、低ランニ
ングコストの観点からも好ましい。
【０００６】
さらに、電子写真の分野においては、カラー化が急速に進んでいる。カラー画像は、一般
にイエロー、マゼンタ、シアン、ブラックの４色のトナーを適宜重ねて現像することによ
り形成されるため、各色のトナーには単色のときよりも高い現像特性が求められる。即ち
、静電荷像を忠実に現像することができ、飛び散ることなく転写材に確実に転写され、容
易に紙の如き転写材に定着されるトナーが求められている。上記のような懸濁重合法で作
られたトナーは、このような観点においても好適である。
【０００７】
省エネルギーの観点からは、低温で容易に紙の如き転写材に定着されるトナーの開発が望
まれている。それと同時に、画像の解像度の向上に伴い、写真や印刷の画質に近づけるた
めに、画像形成としては、画像の光沢度を制御することが求められている。さらには、カ
ラー画像の形成においては、混色性が良好であり、広範囲にわたる良好な色再現性が求め
られている。例えば、写真画質に近い光沢度の高い画像を得ることが要求されている。
【０００８】
そのために、トナーに用いるバインダー樹脂のガラス転移点（Ｔｇ）を下げることや、ト
ナーに用いるバインダー樹脂の平均分子量を下げることが必要である。しかし、単純にト
ナーに用いるバインダー樹脂のＴｇや平均分子量を下げてしまうと、極端な場合、トナー
の保存安定性が損なわれ画像を得ることができなくなってしまう。また、特に、高速での
現像時や、低ランニングコストであり、小型の装置に好適に適用できる非磁性一成分現像
方式の場合において、トナー強度の低下により、トナーがつぶれやすくなり、トナー融着
やワックスの染み出しによる部材汚染が起こりやすくなってしまう。その結果、長寿命で
低ランニングコストという目標を達成できなくなってしまう場合がある。即ち、単純に定
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着特性を伸ばそうとすると、現像特性が損なわれてしまう。逆に現像特性を優先させると
定着特性が伸びないといった関係に陥ってしまう場合がある。特に、上述したように、高
精細、高画質の観点から、トナーの平均粒子径を小さくすることは、確かに有効な手段で
あるが、トナー融着やワックスの染み出しによる部材汚染に対しては不利な方向であり、
低温定着性と現像特性との両立を更に困難にしている。
【０００９】
このようなトナーの現像安定性と低温定着性という一見矛盾する性能を両立することは、
トナーに要求されている重要な課題であり、これまでにも様々な提案がなされている。
【００１０】
例えば、トナーの粘弾特性に着目した提案がなされており、６０乃至８０℃、１３０乃至
１９０℃という２つの温度領域の粘弾特性を規定することにより、低温定着性と耐オフセ
ット性の両立が達成できることが開示されている（特許文献１及び特許文献２参照）。
【００１１】
更に、トナーの粘弾特性について、貯蔵弾性率（Ｇ'）と損失弾性率（Ｇ"）の比である損
失正接（ｔａｎδ）の極大値、及び極小値を規定することにより、更なる定着性の向上、
及び現像性との両立が達成できることが開示されている（特許文献３及び特許文献４参照
）。
【００１２】
しかしながら、従来提案された技術では、良好な定着性及び高光沢性を維持しながら、前
述のようなトナーへのダメージを軽減し、例えば、接触現像系での連続通紙による機内昇
温が生じた場合においても、長期的に安定した現像性を得るという点に対しては、未だ課
題を有している。
【００１３】
【特許文献１】特開平９－３４１６３号公報
【特許文献２】特開２００４－３３３９６８号公報
【特許文献３】特開２００４－１５１６３８号公報
【特許文献４】特開２００４－２６４４８４号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１４】
本発明は、上記の従来技術の問題点を解決することにある。
（１）すなわち、本発明の目的は、高解像、高精細の画像を得ることのできる非磁性トナ
ーを提供することにある。
（２）更に、本発明の目的は、上記（１）の目的を達成しつつ、低温定着性に優れ、写真
や印刷の画質に近づけるために必要な光沢度および画像濃度をもった画像が得られる非磁
性トナーを提供することにある。
（３）更に、本発明の目的は、上記（１）の目的を達成しつつ、あらゆる環境下での画出
しにおいても部材汚染の発生が抑制されており、耐久性に優れた非磁性トナーを提供する
ことにある。
（４）更に、本発明の目的は、帯電の立ち上がりが早く、シャープな帯電量分布を持ち、
高い現像性および転写性を有する非磁性トナーを提供することにある。
（５）更に、本発明の目的は、高温放置におけるブロッキングの発生が抑制された保存安
定性に優れた非磁性トナーを提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１５】
本発明者らは、鋭意検討を重ねた結果、以下の構成により前述の問題を解決することがで
きることを見出し、本発明に到達したものである。
【００１６】
即ち、本発明は、結着樹脂、着色剤、及びワックス成分を少なくとも含有するトナー粒子
と、無機微粉体とを有する非磁性トナーであって、
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１）５０～８０℃の温度範囲において、前記トナーの貯蔵弾性率（Ｇ'）と損失弾性率（
Ｇ”）の比である損失正接（ｔａｎδ）の値が最大となる温度をＴ１としたときに、前記
温度Ｔ１での前記トナーの貯蔵弾性率（Ｇ'（Ｔ１））（ｄＮ／ｍ2）の値が、
５．００×１０7≦Ｇ'（Ｔ１）≦１．００×１０9を満たし、
２）前記５０～８０℃の温度範囲において、前記トナーの貯蔵弾性率（Ｇ'）と損失弾性
率（Ｇ”）の比である損失正接（ｔａｎδ）の値が０．８０～２．００を示す温度が、連
続して１５℃以上の範囲で存在し、
３）１２０～１６０℃の温度範囲において、前記トナーの貯蔵弾性率（Ｇ'）と損失弾性
率（Ｇ”）の比である損失正接（ｔａｎδ）の値が、常に１．００以上であることを特徴
とする非磁性トナーに関する。
【発明の効果】
【００１７】
本発明の非磁性トナーは、低温定着性を有しつつも、トナー粒子の強靭性が大きいため、
部材汚染を生じにくく、トナーの摩擦帯電特性の変化が少なく、長期耐久性に優れたもの
である。また、転写性に優れ、高精細、高画質な画像を得られるものである。
【図面の簡単な説明】
【００１８】
【図１】本発明のトナーを適用できる画像形成装置の一例を示す概略図である。
【図２】中間転写ドラムを用いた画像形成装置の一例を示す概略図である。
【図３】中間転写ベルトの構成の一例を示す説明図である。
【図４】複数画像形成部にて各色のトナー画像をそれぞれ形成し、これを同一転写材に順
次重ねて転写するようにした画像形成方法の一例を示す概略図である。
【図５】複数画像形成部にて各色のトナー画像をそれぞれ形成し、これを同一転写材に順
次重ねて転写するようにした画像形成装置の一例を示す概略図である。
【図６】実施例で用いた画像形成装置の一例を示す概略図である。
【図７】加熱装置（フィルム式定着装置）の概略横断側面模式図である。
【図８】ＦＰＩＡ－３０００で測定した粒子の２値化画像の一例である。
【図９】本発明のトナーの貯蔵弾性率曲線、損失弾性率曲線及びｔａｎ（δ）の曲線の一
例を示したものである。
【符号の説明】
【００１９】
１　　　感光ドラム
２　　　帯電ローラー
４Ｙ　　　イエロー現像装置
４Ｍ　　　マゼンタ現像装置
４Ｃ　　　シアン現像装置
４Ｂｋ　　　ブラック現像装置
５　　　中間転写ドラム
５ａ　　　導電性支持体
５ｂ　　　弾性層
６　　　クリーナー
８　　　転写部材
９　　　定着装置
９ａ　　　加熱ローラー
９ｂ　　　加圧ローラー
２４　　　ロータリーユニット
１７ａ、１７ｂ、１７ｃ、１７ｄ　　　現像手段
１８ａ、１８ｂ、１８ｃ、１８ｄ　　　クリーニング手段
１９ａ、１９ｂ、１９ｃ、１９ｄ　　　感光ドラム
２０　　　除電器
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２２　　　定着器
２３ａ、２３ｂ、２３ｃ、２３ｄ　　　潜像形成手段
２４ａ、２４ｂ、２４ｃ、２４ｄ　　　転写手段
２５　　　ベルト
２６　　　排出口
２９ａ、２９ｂ、２９ｃ、２９ｄ　　　画像形成部
３０ａ、３０ｂ、３０ｃ、３０ｄ　　　帯電手段
１００　　　現像装置
１０１　　　現像ブレード
１０２　　　トナー担持体
１０３　　　塗布ローラー
１０４　　　トナー
１０５　　　被転写体
１０６　　　転写部材
１０７　　　定着用加圧ローラー
１０８　　　定着用加熱ローラー
１０９　　　感光体
１１０　　　一次帯電部材（帯電ローラー）
１２３　　　露光
１３８　　　クリーナー
２４１　　　感光体
２４２　　　帯電ローラー
２４２ａ　　　導電性弾性層
２４２ｂ　　　芯金
２４３　　　露光
２４４－１、２４４－２、２４４－３、２４４－４　　　現像装置
２４５　　　中間転写ドラム
２４５ａ　　　弾性層
２４５ｂ　　　導電性支持体
２４６　　　転写材
２４７　　　転写ベルト
２４７ａ　　　バイアスローラー
２４７ａ１　　　導電性弾性層
２４７ａ２　　　芯金
２４７ｃ　　　テンションローラー
２４７ｄ　　　二次電源バイアス源
２４８　　　クリーニングブレード
２４９　　　クリーニング手段
２８０　　　クリーニング手段
２８１　　　定着器
３０９　　　クリーニング用帯電部材
３１０　　　中間転写ベルト
３１１　　　テンションローラー
３１２　　　転写ローラー
３１３ａ　　　二次転写対向ローラー
３１３ｂ　　　二次転写ローラー
３１４、３１５、３１６　　　バイアス電源
４１０　定着ベルト
４１６ａ、４１６ｂ　フィルム（ベルト）ガイド部材
４１７ａ，４１７ｂ，４１７ｃ　磁性コア
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４１８　励磁コイル
４１９　絶縁部材（励磁コイル保持部材）
４２２　加圧用剛性ステイ
４２６　温度センサ－
４３０　加圧ロ－ラ－（弾性）
４３０ａ　芯金
４３０ｂ　弾性材層
４４０　良熱伝導部材
４５０　サ－モスイッチ
Ｎ　定着ニップ
Ｐ　転写材（記録材）
【発明を実施するための最良の形態】
【００２０】
以下、本発明の実施の形態を示して、本発明を詳細に説明する。
【００２１】
本発明の非磁性トナー（以下、単にトナーともいう。）は、結着樹脂、着色剤、及びワッ
クス成分を少なくとも含有するトナー粒子と、無機微粉体とを有する非磁性トナーであっ
て、
１）５０～８０℃の温度範囲において、前記トナーの貯蔵弾性率（Ｇ'）と損失弾性率（
Ｇ”）の比である損失正接（ｔａｎδ）の値が最大となる温度をＴ１としたときに、前記
温度Ｔ１での前記トナーの貯蔵弾性率（Ｇ'（Ｔ１））（ｄＮ／ｍ2）の値が、
５．００×１０7≦Ｇ'（Ｔ１）≦１．００×１０9を満たし、
２）前記５０～８０℃の温度範囲において、前記トナーの貯蔵弾性率（Ｇ'）と損失弾性
率（Ｇ”）の比である損失正接（ｔａｎδ）の値が０．８０～２．００を示す温度が、連
続して１５℃以上の範囲で存在し、
３）１２０～１６０℃の温度範囲において、前記トナーの貯蔵弾性率（Ｇ'）と損失弾性
率（Ｇ”）の比である損失正接（ｔａｎδ）の値が、１．００以上であるいう特徴を有す
る。
【００２２】
特に、５０～８０℃の温度範囲において、上記トナーの貯蔵弾性率（Ｇ'）と損失弾性率
（Ｇ”）の比である損失正接（ｔａｎδ）の値が、０．８０～２．００（≒１近辺の値）
を示す温度が連続して１５℃以上の範囲で存在していることが大きな特徴である。より好
ましくは、２０℃以上の範囲である。これは、その温度領域において、貯蔵弾性率（Ｇ'
）と損失弾性率（Ｇ”）が同じような値を示しているということを表している。つまり、
トナーの弾性成分と粘性成分のバランスが取れている温度が広範囲にわたるということを
示している。このことが、部材汚染を抑制するとともに、トナー表面の均一な摩擦帯電を
促し、カブリ、飛散の如き画像欠陥の発生を抑制し、更に、転写性を改善し、高精細、高
画質な画像を長期に渡って得ることができることと相関があることを本発明者らは見出し
た。特に高温環境下での画出しにおいて顕著な相関が見られている。
このような相関が生じるメカニズムは明確ではないが、発明者等は、以下のように考えて
いる。
【００２３】
まず、上記５０～８０℃の温度は、特に高温環境下で連続の画像形成を行った場合に、ト
ナー担持体や感光体、及びそれらの周辺部材の表面温度が達することが考えられる温度域
であり、トナーはこの温度域で現像工程に供される。
上記５０～８０℃の温度において、上記損失正接（ｔａｎδ）の値が０．８０未満の値を
示す温度が広範囲にわたることで、０．８０～２．００を示す温度が連続して１５℃以上
の範囲で存在しない場合、これは、トナー粒子の弾性成分が強い温度領域が広いというこ
とを表している。この場合、トナーの変形が抑制された温度領域が広く、この温度領域で
はトナーと帯電部材とが点で接触するようになりやすい。その結果、トナーの表面に均一
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な摩擦帯電がなされず、かぶり、飛散などといった画像欠陥を起こしやすくなる。また、
外添剤がトナーから遊離しやすくなり、遊離した外添剤により、部材の汚染が生じやすく
なる。
上記５０～８０℃の温度において、上記損失正接（ｔａｎδ）の値が２．００を超える値
を示す温度が広範囲にわたることで、０．８０～２．００の値を示す温度が連続して１５
℃以上の範囲で存在しない場合、これは、トナー粒子の粘性成分が強い温度領域が広いと
いうことを表している。すなわち、トナーが変形を起こすことが容易な温度領域が広いた
め、帯電工程においてはトナーの表面に均一な摩擦帯電がなされやすくなる。しかし、一
旦受けた変形を元に回復する力が弱いため、感光体上に現像されたトナー像が転写される
際、感光体との接触面積が広くなり、転写性が低下しやすくなる。また、高精細を狙って
、微粒子トナーを使用した場合や、高速機での画出しという厳しい現像条件にて使用され
た場合、部材汚染が促進されやすく、長期耐久性が低下しやすくなる。
【００２４】
本発明の非磁性トナーは、上記５０～８０℃の温度において、貯蔵弾性率（Ｇ'）と損失
弾性率（Ｇ”）の比である損失正接（ｔａｎδ）の値が最大になる温度をＴ１としたとき
に、上記温度Ｔ１での上記トナーの貯蔵弾性率（Ｇ'（Ｔ１））が、５．００×１０7ｄＮ
／ｍ2以上１．００×１０9ｄＮ／ｍ2以下である。
トナーの貯蔵弾性率（Ｇ’（Ｔ１））が５．００×１０7ｄＮ／ｍ2未満であった場合、ト
ナー粒子における弾性成分の絶対量が少ないということを表している。その結果、現像装
置内の昇温の影響により、帯電付与部材や規制部材にトナー融着が起こりやすくなる。
一方、上記温度Ｔ１での貯蔵弾性率（Ｇ'（Ｔ１））が、１．００×１０9ｄＮ／ｍ2を超
える場合、トナー粒子における弾性成分の絶対量が多いということを表している。その結
果、トナーの表面に均一な摩擦帯電がなされにくく、かぶり、飛散といった画像欠陥を起
こしやすくなる。また、外添剤がトナー粒子から遊離しやすくなり、遊離した外添剤によ
り、部材汚染されやすくなる。より好ましくは、貯蔵弾性率（Ｇ'（Ｔ１））は５．００
×１０7ｄＮ／ｍ2以上５．００×１０8ｄＮ／ｍ2以下である。
【００２５】
次に、１２０～１６０℃の温度範囲において、上記トナーの貯蔵弾性率（Ｇ'）と損失弾
性率（Ｇ”）の比である損失正接（ｔａｎδ）の値が１．００以上必要である理由につい
て述べる。
【００２６】
上記１２０～１６０℃の温度範囲は、画像形成に際して定着器が達する温度域であり、ト
ナーは、この温度域で定着工程に供される。
本発明の非磁性トナーは、上記１２０～１６０℃の温度範囲において、上記トナーの貯蔵
弾性率（Ｇ'）と損失弾性率（Ｇ”）の比である損失正接（ｔａｎδ）の値が、常に１．
００以上である。損失正接（ｔａｎδ）の値が１．００未満であるということは、弾性成
分が強すぎるということである。この場合、変形しにくいトナーとなってしまうため、転
写材との付着力が弱く、耐オフセット性を維持しながら高光沢性を有する画像を安定して
形成しにくくなる。即ち、本発明の目的の一つである、低温定着性に劣る結果となってし
まう。
【００２７】
また、本発明では、５０～８０℃の温度において、貯蔵弾性率（Ｇ'）と損失弾性率（Ｇ
”）の比である損失正接（ｔａｎδ）の値が最大になる温度Ｔ１におけるトナーの損失正
接（ｔａｎδ（Ｔ１））の値が、１．００≦ｔａｎδ（Ｔ１）≦２．００を満たすことが
好ましい。上記損失正接（ｔａｎδ（Ｔ１））の値が上記の範囲内である場合には、トナ
ーの表面が均一に摩擦帯電され、カブリ、飛散の如き画像欠陥をより良好に抑制すること
ができる。また、外添剤のトナー粒子からの遊離を抑制でき、遊離した外添剤に起因する
部材汚染を抑制できる。更に、良好な転写性を得ることができ、高精細を狙って微粒子ト
ナーを使用した場合や、高速機での画出しといった厳しい現像条件にて使用された場合で
あっても、部材汚染を良好に抑制でき、優れた耐久性を得ることができる。
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【００２８】
また、本発明では、上記１２０～１６０℃の温度範囲において、トナーの損失正接（ｔａ
ｎδ）の値が最大となる温度をＴ２としたときに、上記温度Ｔ２での上記トナーの損失正
接（ｔａｎδ（Ｔ２））の値が、１．５０≦ｔａｎδ（Ｔ２）≦４．５０を満たし、かつ
上記温度Ｔ２での前記トナーの貯蔵弾性率（Ｇ'（Ｔ２））の値が、１．００×１０3ｄＮ
／ｍ2以上１．００×１０5ｄＮ／ｍ2以下を満たすことが好ましい。
損失正接（ｔａｎδ（Ｔ２））の値が、上記の範囲内である場合、転写材に対する付着力
と定着部材に対する付着力のバランスが適当であり、特に良好な耐オフセット性が得られ
、高い光沢度を有する画像を形成しやすくなる。損失正接（ｔａｎδ（Ｔ２））は、１．
５０以上４.００以下であることがより好ましい。
【００２９】
また、上記貯蔵弾性率（Ｇ'（Ｔ２））の値が、上記の範囲内である場合、トナー粒子に
おける弾性成分の量が適正である。そのため、転写材に対する付着力と定着部材に対する
付着力のバランスが適当であり、耐オフセット性の維持と高い光沢度を有する画像の形成
とを良好に両立できる。貯蔵弾性率（Ｇ'（Ｔ２））は、１．００×１０3ｄＮ／ｍ2以上
５．００×１０4ｄＮ／ｍ2以下であることがより好ましい。
【００３０】
上述のような粘弾特性を持ったトナーを得る方法の一例としては、トナー粒子の内層を形
成するバインダー樹脂のガラス転移点（Ｔｇ）を下げたり、ピーク分子量（Ｍｐ）を下げ
たりした上で、トナー粒子の外層として、ＴｇやＭｐの高い極性樹脂を充分な量存在せし
めて、コア／シェル構造を有するトナー粒子とすることが挙げられる。
【００３１】
このようなコア／シェル構造をとるタイプのトナー粒子には、内層と外層とに分離されて
いるものがある。これは、外層によって内層成分を保護することを主目的とし、優れた機
能を有するものである。しかしながら内層と外層との密着性が弱い為、連続出力でトナー
がストレスを受け続けると、外層の剥離や削れが生じ、トナー粒子の表面組成がある時点
で急激に変化する可能性があり、現像性や転写性に対する高信頼が得にくくなる。本発明
においては、極性を持ちつつ結着樹脂との相溶性をも同時にもつ樹脂をシェルバインダー
として使用することで、内層との密着性を十分確保しながら外層形成することが重要であ
ると考えている。
【００３２】
本発明におけるトナーの貯蔵弾性率Ｇ'及び損失弾性率Ｇ"は、通常の動的粘弾性測定によ
り求められ、損失正接（ｔａｎδ）は貯蔵弾性率（Ｇ'）の損失弾性率（Ｇ"）に対する比
（ｔａｎδ＝Ｇ"／Ｇ'）をとることで算出される。
【００３３】
例えば、本発明においては、以下の方法により求めた。
測定装置としては、回転平板型レオメーター　（商品名：ＡＲＥＳ、ＴＡ　ＩＮＳＴＲＵ
ＭＥＮＴＳ社製）を用いる。測定試料は、温度２５℃において錠剤成型器を用い、直径７
．９ｍｍ、厚さ２．０±０．３ｍｍの円板状にトナーを加圧成型したものを用いる。測定
装置のパラレルプレートに試料を装着し、１５分間で室温（２５℃）から温度１０５℃ま
で昇温させ、円板の形を整え、粘弾性の測定開始温度まで冷却した後、測定を開始する。
【００３４】
測定は、以下の条件で行う。
（１）直径７．９ｍｍのパラレルプレートを用いる。
（２）周波数（Ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ）は１．０Ｈｚとする。
（３）Ｆｌｕｉｄ　Ｄｅｎｓｉｔｙは、１．０ｇ／ｃｍ3に設定する。
（４）Ｆｉｘｔｕｒｅ　Ｃｏｍｐｌｉａｎｃｅは、０．８３μｒａｄ ／ｇ・ｃｍに設定
する。
（５）印加歪初期値（Ｓｔｒａｉｎ）を０．０２％に設定する。
（６）３５～２００℃の間を、昇温速度（Ｒａｍｐ　Ｒａｔｅ）２．０℃／ｍｉｎで測定
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を行う。
（７）最大歪（Ｍａｘ　Ａｐｐｌｉｅｄ　Ｓｔｒａｉｎ）を２０．０％に設定する。
（８）最大トルク（Ｍａｘ　Ａｌｌｏｗｅｄ　Ｔｏｒｑｕｅ）を１５０．０ｇ・ｃｍとし
、最低トルク（Ｍｉｎ　Ａｌｌｏｗｅｄ　Ｔｏｒｑｕｅ）を１．０ｇ・ｃｍに設定する。
（９）歪み調整（Ｓｔｒａｉｎ　Ａｄｊｕｓｔｍｅｎｔ）を２０．０％　ｏｆ　Ｃｕｒｒ
ｅｎｔ　Ｓｔｒａｉｎに設定する。
（１０）自動テンションディレクション（Ａｕｔｏ　Ｔｅｎｓｉｏｎ　Ｄｉｒｅｃｔｉｏ
ｎ）をテンション（Ｔｅｎｓｉｏｎ）に設定する。
（１１）初期スタティックフォース（Ｉｎｉｔｉａｌ　Ｓｔａｔｉｃ　Ｆｏｒｃｅ）を１
０．０ｇ、自動テンションセンシティビティ（Ａｕｔｏ　Ｔｅｎｓｉｏｎ　Ｓｅｎｓｉｔ
ｉｖｉｔｙ）を４０．０ｇに設定する。
（１２）自動テンション（Ａｕｔｏ　Ｔｅｎｓｉｏｎ）の作動条件は、サンプルモデュラ
ス（Ｓａｍｐｌｅ　Ｍｏｄｕｌｕｓ）が１．０×１０7Ｐａ以上である。
（１３）測定データの取り込みは３０秒間隔で行う。
【００３５】
本発明のトナーは、フローテスターによって測定される１００℃における上記トナーの溶
融粘度が、５．００×１０3～２．００×１０4Ｐａ・ｓであることが好ましい。フローテ
スターによって測定される温度１００℃におけるトナーの溶融粘度が、上記範囲内である
場合、ワックスの染み出しが適当となり、より良好な耐高温オフセット性が得られる。ま
た、適度な強靭性が維持されるため、現像性や転写性がより良好となる。更に、転写紙と
の付着力が適度となるため、低温定着性や巻きつき性に関してもより良好な効果が得られ
る。また、高い光沢度を有する定着画像がより得やすくなる。１００℃におけるトナーの
溶融粘度は、５．００×１０3～１.８０×１０4Ｐａ・ｓであることがより好ましい。
【００３６】
本発明におけるトナーの溶融粘度は以下の方法で測定される。
本発明における溶融粘度はフローテスター昇温法によるトナーの１００℃の粘度である。
装置としては、例えばフローテスターＣＦＴ－５００Ｄ（株式会社島津製作所製）を用い
、下記の条件で測定を行う。
・サンプル：１．１ｇのトナーを秤量し、これを加圧成型器で成型してサンプルとする。
・ダイ穴径：０．５ｍｍ
・ダイ長さ：１．０ｍｍ
・シリンダ圧力：９．８０７×１０5Ｐａ
・測定モード：昇温法
・昇温速度：４．０℃／ｍｉｎ
上記の方法により、温度５０～２００℃におけるトナーの粘度を測定し、１００℃におけ
る溶融粘度を求める。なお、上記溶融粘度は、結着樹脂の分子量やガラス転移温度を調整
したり、ワックス成分の種類および含有量を調整したりすることで条件を満たすことがで
きる。また、本発明の好ましい形態である重合トナーの場合には、重合条件（温度、開始
剤種、開始剤量）で調節することが可能である。
【００３７】
本発明におけるトナーは、フロー式粒子像分析装置で測定されたトナーの平均円形度が、
０．９６０～０．９９５であることが好ましい。平均円形度が上記範囲内である場合には
、良好な転写性を得ることができる。また流動性向上剤（外添剤）をトナー粒子表面によ
り均一に近い状態で付着させることができ、平滑性の低い転写材においても良好な転写が
可能となる。トナーの平均円形度は、０．９７０～０．９９５であることがより好ましい
。なお、トナーの平均円形度は、トナーの製造時に温度を調整することでその条件を満た
すことが出来る。また、本発明の好ましい形態である、重合トナーの場合には、分散安定
剤の仕込み量を調整することで条件を満たすことができる。
【００３８】
本発明におけるトナーの平均円形度の測定は、フロー式粒子像測定装置を用いる。
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フロー式粒子像分析装置「ＦＰＩＡ－３０００型」（シスメックス社製）の測定原理は、
流れている粒子を静止画像として撮像し、画像解析を行うというものである。試料チャン
バーへ加えられた試料は、試料吸引シリンジによって、フラットシースフローセルに送り
込まれる。フラットシースフローセルに送り込まれた試料は、シース液に挟まれて扁平な
流れを形成する。フラットシースフローセル内を通過する試料に対しては、１／６０秒間
隔でストロボ光が照射されており、流れている粒子を静止画像として撮影することが可能
である。また、扁平な流れであるため、焦点の合った状態で撮像される。粒子像はＣＣＤ
カメラで撮像され、撮像された画像は５１２×５１２の画像処理解像度（一画素あたり０
．３７μｍ×０．３７μｍ）で画像処理され、各粒子像の輪郭抽出を行い、粒子像の投影
面積や周囲長等が計測される。
画像処理部で画像信号は、Ａ／Ｄ変換され、画像データとして取り込まれ、記憶した画像
データに対して、粒子の有無を判別するための画像処理が行われる。
次に、粒子像の輪郭を的確に抽出するための前処理として輪郭強調処理が行われる。そし
て、画像データをある適当なスレシホールドレベルで２値化する。画像データをある適当
なスレシホールドレベルで２値化すると各粒子画像は図８に示すような２値化画像となる
。次に、２値化された各粒子画像に対してエッジ点（輪郭を表す輪郭画素）かどうかを判
定するとともに、着目しているエッジ点に対して隣り合うエッジ点がどの方向にあるかの
情報、すなわちチェインコードを生成する。
次に、各粒子像の投影面積Ｓと周囲長Ｌを求める。上記面積Ｓと周囲長Ｌを用いて円相当
径と円形度を求める。円相当径とは、粒子像の投影面積と同じ面積を持つ円の直径のこと
であり、円形度Ｃは、円相当径から求めた円の周囲長を粒子投影像の周囲長で割った値と
して定義され、次式で算出される。
【数１】

【００３９】
粒子像が円形の時に円形度は１．０００になり、粒子像の外周の凹凸の程度が大きくなれ
ばなるほど円形度は小さい値になる。各粒子の円形度を算出後、円形度０．２～１．０の
範囲を８００分割し、その分割点の中心値と測定粒子数を用いて、相加平均により平均円
形度の算出を行う。
【００４０】
具体的な測定方法としては、予め不純固形物を除去したイオン交換水１０ｍｌを容器中に
用意し、その中に分散剤として界面活性剤（好ましくはアルキルベンゼンスルホン酸塩）
を加えた後、更に測定試料０．０２ｇを加え、均一に分散させる。分散手段としては、超
音波分散機ＵＨ－５０型（エスエムテー社製）に振動子として直径５ｍｍのチタン合金チ
ップを装着したものを用い、５分間分散処理を行い、測定用の分散液とする。その際、該
分散液の温度が４０度以上にならないように適宜冷却する。
測定には、標準対物レンズ（１０倍）を搭載した上記フロー式粒子像分析装置を用い、シ
ース液にはパーティクルシース「ＰＳＥ－９００Ａ」（シスメックス社製）を使用した。
上記手順に従い調整した分散液を上記フロー式粒子像分析装置に導入し、ＨＰＦ測定モー
ドで、トータルカウントモードにて３０００個のトナー粒子を計測して、粒子解析時の２
値化閾値を８５％とし、解析粒子径を円相当径２．００μｍ以上、２００．００μｍ以下
に限定し、トナーの平均円形度を求めた。
測定にあたっては、測定開始前に標準ラテックス粒子（例えばＤｕｋｅ　Ｓｃｉｅｎｔｉ
ｆｉｃ社製５２００Ａをイオン交換水で希釈）を用いて自動焦点調整を行う。その後、測
定開始から２時間毎に焦点調整を実施することが好ましい。
なお、本願実施例では、シスメックス社による校正作業が行われた、シスメックス社が発
行する校正証明書の発行を受けたフロー式粒子像分析装置を使用し、解析粒子径を円相当
径２．００μｍ以上、２００．００μｍ以下に限定した以外は、校正証明を受けた時の測
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定及び解析条件で測定を行った。
【００４１】
本発明におけるトナーの重量平均粒径（Ｄ４）は、高精細、高画質の画像を得るという観
点から４．０～９．０μｍであることが好ましい。重量平均粒径が上記の範囲内である場
合には、部材に対する汚染をより良好に抑制でき、また、良好なドット再現性を得ること
ができる。トナーの重量平均粒径は、４．０～８．０μｍであることがより好ましい。
【００４２】
重量平均粒径（Ｄ４）はコールターカウンターＴＡ－ＩＩ型あるいはコールターマルチサ
イザー（コールター社製）の如き方法で測定可能である。具体的には、下記のように測定
できる。コールターマルチサイザー（コールター社製）を用い、個数分布、体積分布を出
力するインターフェイス（日科機製）及びＰＣ９８０１パーソナルコンピューター（ＮＥ
Ｃ製）を接続する。電解液は１級塩化ナトリウムを用いて１％ＮａＣｌ水溶液を調製した
ものを用いることができ、たとえば、ＩＳＯＴＯＮ　Ｒ－ＩＩ（コールターサイエンティ
フィックジャパン社製）が使用できる。測定手順は以下の通りである。
前記電解水溶液を１００～１５０ｍｌ加え、更に測定試料を２～２０ｍｇ加える。試料を
懸濁した電解液は超音波分散器で約１～３分間分散処理を行い前記コールターマルチサイ
ザーにより１００μｍアパーチャーを用いて、２μｍ以上のトナー粒子の体積、個数を測
定して体積分布と個数分布とを算出する。これより重量平均粒径（Ｄ４）を求める。
なお、上記トナーの重量平均粒径（Ｄ４）に関する上記の条件は、トナー製造時に風力分
級、篩い分けといった粒度調整工程において粒度調整することで満たすことが可能である
。また、本発明の好ましい形態である、重合トナーの場合には、分散安定剤の仕込み量で
調整することが可能である。
【００４３】
本発明のトナーは、良好な定着画像を得るために、結着樹脂１００質量部に対して０．５
～５０質量部、好ましくは、３～３０質量部のワックス成分を含有することが好ましい。
更に好ましくは５質量部～２０質量部である。ワックス成分の含有量が上記の範囲内であ
れば、長期間の保存性を維持しつつ、低温オフセットを良好に抑制することができる。ま
た、他のトナー材料の分散を妨げることがなく、良好な流動性や画像特性を維持できる。
【００４４】
本発明のトナーに使用可能なワックス成分としては、以下のものが挙げられる。パラフィ
ンワックス、マイクロクリスタリンワックス、ペトロラクタムの如き石油系ワックス及び
その誘導体；モンタンワックスおよびその誘導体；フィッシャートロプシュ法による炭化
水素ワックス及びその誘導体；ポリエチレンワックス、ポリプロピレンワックスの如きポ
リオレフィンワックス及びその誘導体；カルナバワックス、キャンデリラワックスの如き
天然ワックス及びその誘導体。これらの誘導体には酸化物や、ビニル系モノマーとのブロ
ック共重合物、グラフト変性物を含む。さらには、高級脂肪族アルコール、ステアリン酸
、パルミチン酸等の脂肪酸、あるいはその化合物、酸アミドワックス、エステルワックス
、ケトン、硬化ヒマシ油及びその誘導体、植物系ワックス、動物性ワックスが挙げられる
。この中で特に、離型性に優れるという観点からエステルワックス及び炭化水素ワックス
が好ましい。更に好ましくは、トータルの炭素数が同一である化合物が、５０～９５質量
％でワックス成分に含有されていることが、ワックス純度が高く現像性の観点で、本発明
の効果を発現し易い。
【００４５】
これらのワックスの中では、示差走査熱量測定装置により測定されるＤＳＣ曲線の最大吸
熱ピークが４０℃～１１０℃の範囲にあるものが好ましく、更には４５℃～９０℃の範囲
にあるものがより好ましい。また、最大吸熱ピークの半値幅は、２～１５℃であることが
好ましく、２～１０℃であることがより好ましい。最大吸熱ピークの半値幅とは、吸熱ピ
ークにおけるベースラインからピーク高さの２分の１の値を示す部分の、吸熱チャートの
温度幅のことである。半値幅が上記の範囲内である場合、ワックスの結晶性が適度であり
、適度な硬度を有するため、感光体や帯電部材への汚染の発生を抑制することができる。
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【００４６】
また、本発明のトナーは、示差走査熱量測定装置により測定されるＤＳＣ曲線の７０～１
２０℃の範囲に上記ワックスの融点に起因する最大吸熱ピークを持つことが好ましい。
【００４７】
ＤＳＣ曲線は、示差走査熱量測定装置（ＤＳＣ測定装置）ＤＳＣ－７（パーキンエルマー
社製）を用いてＡＳＴＭ　Ｄ３４１８－８２に準じて測定する。具体的には、以下のよう
にして測定を行う。
測定試料は５～２０ｍｇ、好ましくは１０ｍｇを精密に秤量する。
これをアルミパン中に入れ、リファレンスとして空のアルミパンを用い、測定温度範囲３
０～２００℃の間で、昇温速度１０℃／ｍｉｎで常温常湿下において測定を行う。
この昇温過程で、上記ワックスの吸熱ピーク及び上記トナーの最大吸熱ピークが得られる
。
【００４８】
本発明におけるトナーのＴＨＦ可溶分のＧＰＣでのメインピーク分子量Ｍｐは１０，００
０～４０，０００が好ましく、より好ましくは、１５，０００～３５，０００である。メ
インピーク分子量が上記範囲内である場合、ワックスの染み出しが適度となり、良好な耐
高温オフセット性が得られる。また、適度な強度を有するため、良好な現像性や転写性を
得ることができる。更に、低温定着性に関しても優れた特性が得られる。
なお、上記トナーのメインピーク分子量Ｍｐに関する上記の条件は、トナー製造時の温度
を調整することで満たすことが可能であり、特に本発明の好ましい製造法である重合法で
トナーを製造する場合においては、重合条件（温度、開始剤種、開始剤量）を調整するこ
とで満たすことが可能である。
【００４９】
本発明におけるトナーのＴＨＦ可溶分のメインピーク分子量、重量平均分子量（Ｍｗ）及
び数平均分子量（Ｍｎ）は以下の測定方法で測定される。
測定試料は以下のようにして作成する。
試料とＴＨＦとを約０．５～５ｍｇ／ｍｌ（例えば約５ｍｇ／ｍｌ）の濃度で混合し、室
温にて数時間（例えば５～６時間）放置した後、充分に振とうし、ＴＨＦと試料を良く混
ぜ（試料の合一体がなくなるまで）、更に室温にて１２時間以上（例えば２４時間）静置
する。このとき試料とＴＨＦの混合開始時点から、静置終了の時点までの時間が２４時間
以上となるようにする。その後、サンプル処理フィルター（ポアサイズ０．４５～０．５
μｍ、例えばマイショリディスクＨ－２５－２ 東ソー社製、エキクロディスク２５ＣＲ 
ゲルマン サイエンスジャパン社製が好ましく利用できる）を通過させたものをＧＰＣの
試料とする。試料濃度は、樹脂成分が０．５～５ｍｇ／ｍｌとなるように調整する。
【００５０】
＜測定条件＞
装置：高速ＧＰＣ「ＨＬＣ８１２０ ＧＰＣ」（東ソー社製）
カラム：Ｓｈｏｄｅｘ ＫＦ－８０１、８０２、８０３、８０４、８０５、８０６、８０
７の７連（昭和電工社製）
溶離液 ：ＴＨＦ
流速 ：１．０ｍｌ／ｍｉｎ
オーブン温度：４０．０℃
試料注入量 ：０．１０ｍｌ
また、試料の分子量の算出にあたっては、標準ポリスチレン樹脂（東ソー社製ＴＳＫ ス
タンダード ポリスチレン Ｆ－８５０、Ｆ－４５０、Ｆ－２８８、Ｆ－１２８、Ｆ－８０
、Ｆ－４０、Ｆ－２０、Ｆ－１０、Ｆ－４、Ｆ－２、Ｆ－１、Ａ－５０００、Ａ－２５０
０、Ａ－１０００、Ａ－５００）により作成した分子量較正曲線を使用する。
【００５１】
本発明におけるトナーの示差走査熱量測定装置により測定されるガラス転移温度（Ｔｇ）
は、３０～５８℃であることが好ましい。より好ましくは、４０～５５℃である。
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また、本発明におけるトナーのＴｇの測定方法は、基本的にワックスの吸熱ピークを得る
方法と同じ装置を用いるが、加熱時にワックスのＤＳＣ融点ピークとトナーのＴｇが重複
するケースがあるため、本発明のトナーにおいてはモジュレーティッドモードを用い、以
下の条件にて測定し、昇温１回目のＤＳＣ曲線のピーク位置から求める。尚、コアバイン
ダー樹脂のガラス転移温度、シェルバインダー樹脂（極性樹脂）のガラス転移温度も同様
にして測定する。コアバインダー樹脂のガラス転移温度については、コアバインダー樹脂
のみをトナー粒子から単離することが困難であるため、その処方から計算される理論Ｔｇ
をコアバインダー樹脂のＴｇとみなしてもよい。
【００５２】
＜測定条件＞
・２０℃で５分間平衡を保つ。
・１．０℃／ｍｉｎのモジュレーションをかけ、１４０℃まで１℃／ｍｉｎで昇温する。
・１４０℃で５分間平衡を保つ。
・２０℃まで降温する。
【００５３】
本発明のトナーは、内層（コア）と外層（シェル）との密着性が高いコアシェル構造を有
する。このようなコアシェル構造を形成する目的で、シェルを形成する樹脂（シェルバイ
ンダー樹脂）として、コアを形成する結着樹脂（コアバインダー樹脂）と同組成のものを
含んでいる極性樹脂を用い、懸濁重合法によりトナーを製造することが好ましい。このよ
うな設計とすることで、コアバインダー樹脂中にシェルバインダー樹脂が相溶しつつ、相
分離が起こるため、内層と外層との界面において、それぞれの成分が相溶した密着性の高
いコアシェル構造を有するトナー粒子を得ることができる。
コアバインダー樹脂として、ポリスチレン、スチレン置換体の単重合体、スチレン系共重
合体のようなビニル系重合体が用いられている場合、シェルバインダー樹脂としても、ビ
ニル系重合体を用いることが好ましい。
コアバインダー樹脂、或いは、シェルバインダー樹脂として用いることのできるビニル系
重合体としては、例えば以下のものが挙げられる。スチレン－ｐ－クロルスチレン共重合
体、スチレン－ビニルトルエン共重合体、スチレン－ビニルナフタリン共重合体、スチレ
ン－アクリル酸エステル共重合体、スチレン－アクリル酸エステル－アクリル酸共重合体
、スチレン－メタクリル酸エステル－アクリル酸共重合体、スチレン－アクリル酸エステ
ル－メタクリル酸共重合体、スチレン－メタクリル酸エステル－メタクリル酸共重合体、
スチレン－メタクリル酸エステル共重合体、スチレン－α－クロルメタクリル酸メチル共
重合体、スチレン－アクリロニトリル共重合体、スチレン－ビニルメチルエーテル共重合
体、スチレン－ビニルエチルエーテル共重合体、スチレン－ビニルメチルケトン共重合体
、スチレン－ブタジエン共重合体、スチレン－イソプレン共重合体、スチレン－アクリロ
ニトリル－インデン共重合体。
【００５４】
また、コアバインダー樹脂として、フェノール樹脂、マレイン酸樹脂、シリコーン樹脂、
ポリエステル樹脂、ポリウレタン樹脂、ポリアミド樹脂、フラン樹脂、エポキシ樹脂、ポ
リビニルブチラール、テルペン樹脂、クマロンインデン樹脂、石油系樹脂が用いられてい
る場合には、シェルバインダー樹脂としては、ビニル系重合体と上記それぞれの樹脂との
変性樹脂が挙げられる。
【００５５】
シェルバインダー樹脂としては、ＧＰＣでのピーク分子量Ｍｐが８，０００～２５０，０
００、重量平均分子量Ｍｗが８，０００～２６０，０００、数平均分子量と重量平均分子
量との比（Ｍｗ／Ｍｎ）が１．０５～５．００であるものが好ましい。より好ましくは、
ピーク分子量Ｍｐが１５，０００～２５０，０００、重量平均分子量Ｍｗが１５，０００
～２６０，０００であり、更に好ましくは、ピーク分子量Ｍｐが２０，０００～１００，
０００、重量平均分子量Ｍｗが２０，０００～１１０，０００である。また、ガラス転移
温度Ｔｇは８０～１２０℃であるものが好ましい。更に、酸価は５～４０ｍｇＫＯＨ／ｇ
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であるものが好ましい。
シェルバインダー樹脂の含有量は、重合性単量体又は結着樹脂の１００質量部に対して１
０～４０質量部であることが好ましい。より好ましくは１５～３０質量部である。
【００５６】
懸濁重合法にてトナー粒子を製造する際には、添加する極性樹脂（シェルバインダー樹脂
）が相溶することによりＴｇが上昇することを考慮して、コアバインダー樹脂を生成する
ためのモノマーの理論Ｔｇを低く設定し、製造されるトナーのＴｇが所定の範囲内となる
ようにすることが好ましい。低い理論Ｔｇで設計した場合には耐熱性（耐ブロッキング性
）が低下してしまいやすいが、このように設計することで、耐熱性の低下を抑制できる。
そして、現像性、転写性及び定着性の向上を達成でき、従来のトナーよりも良好な特性を
得ることが可能となる。
本発明においては、コアバインダー樹脂のガラス転移温度は、１０～４５℃であることが
好ましく、より好ましくは、１５～４０℃である。
【００５７】
また、メカニズムが明確になっていないが、懸濁重合法によりトナー粒子を製造する際に
、モノマー中に芳香族系の有機溶媒（例えばトルエンやキシレン）を添加すると、コアバ
インダー樹脂中にシェルバインダー樹脂が相溶しつつ、相分離することが促進され、本発
明の効果を発揮しやすくなる。
【００５８】
本発明におけるトナーは、スルホン酸基、スルホン酸塩基又はスルホン酸エステル基の重
合体を含有することが好ましい。このような重合体を含有させることによって、トナー担
持体の長手方向のトナーコート量が均一となり、感光体上への現像をより忠実に行うこと
ができるようになる。また、同一頁内における均一性が高い画像を得ることができる。こ
の他に平滑性の低い転写材であっても平滑性の高い転写材同様の転写均一性を得ることが
できる。また、懸濁重合法によってトナー粒子を製造する場合には、水系媒体中の造粒安
定性を高めることができる。上記スルホン酸基を有する単量体として、スチレンスルホン
酸、２－アクリルアミド－２－メチルプロパンスルホン酸、２－メタクリルアミド－２－
メチルプロパンスルホン酸、ビニルスルホン酸、メタクリルスルホン酸が例示できる。そ
して、これらの単量体が有するスルホン酸基を塩にしたもの、メチル基やエチル基によっ
てエステル化した化合物も用いることができる。
本発明に用いられるスルホン酸基等を含有する重合体は、上記単量体の単重合体であって
も構わないが、上記単量体と他の単量体との共重合体であっても構わない。上記単量体と
共重合体をなす単量体としては、ビニル系重合性単量体があり、単官能性重合性単量体或
いは多官能性重合性単量体を使用することが出来る。
【００５９】
単官能性重合性単量体としては、以下のものが挙げられる。スチレン；α－メチルスチレ
ン、β－メチルスチレン、ｏ－メチルスチレン、ｍ－メチルスチレン、ｐ－メチルスチレ
ン、２，４－ジメチルスチレン、ｐ－ｎ－ブチルスチレン、ｐ－ｔｅｒｔ－ブチルスチレ
ン、ｐ－ｎ－ヘキシルスチレン、ｐ－ｎ－オクチルスチレン、ｐ－ｎ－ノニルスチレン、
ｐ－ｎ－デシルスチレン、ｐ－ｎ－ドデシルスチレン、ｐ－メトキシスチレン、ｐ－フェ
ニルスチレンの如きスチレン系重合性単量体；メチルアクリレート、エチルアクリレート
、ｎ－プロピルアクリレート、ｉｓｏ－プロピルアクリレート、ｎ－ブチルアクリレート
、ｉｓｏ－ブチルアクリレート、ｔｅｒｔ－ブチルアクリレート、ｎ－アミルアクリレー
ト、ｎ－ヘキシルアクリレート、２－エチルヘキシルアクリレート、ｎ－オクチルアクリ
レート、ｎ－ノニルアクリレート、シクロヘキシルアクリレート、ベンジルアクリレート
、ジメチルフォスフェートエチルアクリレート、ジエチルフォスフェートエチルアクリレ
ート、ジブチルフォスフェートエチルアクリレート、２－ベンゾイルオキシエチルアクリ
レートの如きアクリル系重合性単量体；メチルメタクリレート、エチルメタクリレート、
ｎ－プロピルメタクリレート、ｉｓｏ－プロピルメタクリレート、ｎ－ブチルメタクリレ
ート、ｉｓｏ－ブチルメタクリレート、ｔｅｒｔ－ブチルメタクリレート、ｎ－アミルメ
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タクリレート、ｎ－ヘキシルメタクリレート、２－エチルヘキシルメタクリレート、ｎ－
オクチルメタクリレート、ｎ－ノニルメタクリレート、ジエチルフォスフェートエチルメ
タクリレート、ジブチルフォスフェートエチルメタクリレートの如きメタクリル系重合性
単量体；メチレン脂肪族モノカルボン酸エステル；酢酸ビニル、プロピオン酸ビニル、酪
酸ビニル、安息香酸ビニル、ギ酸ビニルの如きビニルエステル；ビニルメチルエーテル、
ビニルエチルエーテル、ビニルイソブチルエーテルの如きビニルエーテル；ビニルメチル
ケトン、ビニルヘキシルケトン、ビニルイソプロピルケトンの如きビニルケトン。
多官能性重合性単量体としては、以下のものが挙げられる。ジエチレングリコールジアク
リレート、トリエチレングリコールジアクリレート、テトラエチレングリコールジアクリ
レート、ポリエチレングリコールジアクリレート、１，６－ヘキサンジオールジアクリレ
ート、ネオペンチルグリコールジアクリレート、トリプロピレングリコールジアクリレー
ト、ポリプロピレングリコールジアクリレート、２，２'－ビス（４－（アクリロキシ・
ジエトキシ）フェニル）プロパン、トリメチロールプロパントリアクリレート、テトラメ
チロールメタンテトラアクリレート、エチレングリコールジメタクリレート、ジエチレン
グリコールジメタクリレート、トリエチレングリコールジメタクリレート、テトラエチレ
ングリコールジメタクリレート、ポリエチレングリコールジメタクリレート、１，３－ブ
チレングリコールジメタクリレート、１，６－ヘキサンジオールジメタクリレート、ネオ
ペンチルグリコールジメタクリレート、ポリプロピレングリコールジメタクリレート、２
，２'－ビス（４－（メタクリロキシ・ジエトキシ）フェニル）プロパン、２，２'－ビス
（４－メタクリロキシ・ポリエトキシ）フェニル）プロパン、トリメチロールプロパント
リメタクリレート、テトラメチロールメタンテトラメタクリレート、ジビニルベンゼン、
ジビニルナフタリン、ジビニルエーテル。
【００６０】
上記スルホン酸基等を含有する重合体は、結着樹脂１００質量部に対し０．０１～５．０
質量部含有されることが好ましい。より好ましくは、０．１～３．０質量部である。該ス
ルホン酸基等を含有する重合体の含有量が上記範囲内であれば、トナーに良好な摩擦帯電
性を付与することができる。また、懸濁重合時の造粒安定性を良好に高めることができ、
得られる粒子の粒度分布がシャープになる。
【００６１】
本発明において、トナー粒子は、水系媒体中で造粒する工程を経て製造された粒子である
ことが好ましい。
【００６２】
水系媒体中でトナー粒子を製造する方法としては、以下の方法が挙げられる。トナー粒子
の必須成分から構成される乳化液を水系媒体中で凝集させる乳化凝集法；有機溶媒中にト
ナー必須成分を溶解させた後、水系媒体中で造粒後有機溶媒を揮発させる懸濁造粒法；ト
ナー必須成分を溶解させた重合性単量体を直接水系媒体中で造粒後重合する懸濁重合法や
乳化重合法；さらにその後シード重合を利用しトナーに外層を設ける方法；界面重縮合や
液中乾燥に代表されるマイクロカプセル法。
【００６３】
これらの中で、本発明の作用効果を発揮しやすいものとして、特に懸濁重合法が好ましい
。懸濁重合法においては、重合性単量体に着色剤及びワックス成分（更に必要に応じて重
合開始剤、架橋剤、帯電制御剤、その他の添加剤）を均一に溶解または分散せしめて単量
体組成物とした後、分散安定剤を含有する連続層（例えば水相）中にこの単量体組成物を
適当な撹拌器を用いて分散させ、そして重合反応を行わせ、所望の粒径を有するトナー粒
子を得るものである。該トナー粒子は重合終了後、公知の方法によって濾過、洗浄、乾燥
を行い、無機微粉体を外添により混合し表面に付着させることで、本発明のトナーを得る
ことができる。
【００６４】
懸濁重合法でトナー粒子を製造する場合には、個々のトナー粒子形状がほぼ球形に揃って
いるため、摩擦帯電量の分布も比較的均一となり、良好な現像特性を有するトナーが得ら



(17) JP 4530376 B2 2010.8.25

10

20

30

40

れやすい。また外添剤への依存度が少ない高い転写性を維持するトナーが得られやすい。
【００６５】
懸濁重合法によりトナー粒子を製造する際の重合性単量体としては、上記した単官能性重
合性単量体、多官能性重合性単量体が挙げられる。
【００６６】
多官能性重合性単量体は、架橋剤として作用し、単官能性重合性単量体１００質量部に対
して０．００１～１５質量部の割合で用いることができる。多官能性重合性単量体として
は、上記したものに加えて、ジビニルアニリン、ジビニルスルフィド、ジビニルスルホン
の如きジビニル化合物や３個以上のビニル基を有する化合物が挙げられる。
【００６７】
重合開始剤としては、油溶性開始剤及び／又は水溶性開始剤が用いられる。好ましくは、
重合反応時の反応温度における半減期が０．５～３０時間のものである。また重合性単量
体１００質量部に対し０．５～２０質量部の添加量で重合反応を行うと、通常、分子量１
万～４万の間に極大を有する重合体が得られ、適当な強度と溶融特性を有するトナーを得
ることができる。
【００６８】
重合開始剤の例としては、以下のものが挙げられる。２，２'－アゾビス－（２，４－ジ
メチルバレロニトリル）、２，２'－アゾビスイソブチロニトリル、１，１'－アゾビス（
シクロヘキサン－１－カルボニトリル）、２，２'－アゾビス－４－メトキシ－２，４－
ジメチルバレロニトリル、アゾビスイソブチロニトリルの如きアゾ系またはジアゾ系重合
開始剤；ベンゾイルパーオキサイド、ｔ－ブチルパーオキシ２－エチルヘキサノエート、
ｔ－ブチルパーオキシピバレート、ｔ－ブチルパーオキシイソブチレート、ｔ－ブチルパ
ーオキシネオデカノエート、メチルエチルケトンパーオキサイド、ジイソプロピルパーオ
キシカーボネート、クメンヒドロパーオキサイド、２，４－ジクロロベンゾイルパーオキ
サイド、ラウロイルパーオキサイドの如き過酸化物系重合開始剤。特に好ましくは、重合
反応中の分解時にエーテル化合物を生成するような重合開始剤である。
【００６９】
本発明において、下記構造式（１）あるいは（２）で表されるエーテル化合物を含有する
ことで、特に同一頁内における均一性が高い画像を得ることができる。また、トナー担持
体の長手方向のトナーコート量が均一となり、より忠実な現像が可能となる。更に、平滑
性の低い転写材であっても平滑性の高い転写材同様の転写均一性を得ることができる。該
エーテル化合物は、トナー粒子の製造時に処方として添加して含有させても良いが、重合
開始剤の分解物から重合容器内において生じさせることもできる。
【化１】

（式中、Ｒ1～Ｒ6は、炭素数１～６までのアルキル基であり、互いに同じであっても、異
なっていても良い。）
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（式中、Ｒ7～Ｒ11は、炭素数１～６までのアルキル基であり、互いに同じであっても、
異なっていても良い。）
【００７０】
上記エーテル化合物は、結着樹脂との相溶性に優れているために、トナー粒子に含有させ
た場合には、均一に近い状態で分散されて存在すると考えられる。また、酸素原子は電気
陰性度が高い元素であるため、トナー中に発生した負電荷を非局在化させる。上記エーテ
ル化合物はこの２つの特徴を有するため、トナーの負電荷を安定化させる。そのため、該
エーテル化合物を含有させる効果は、本発明のトナーが負帯電性トナーである場合に特に
顕著となる。また、正帯電性トナーにおいては、チャージアップを抑制する効果を発揮す
る。
【００７１】
また、上記エーテル化合物は三級炭素を有しておりバルキーな構造である。三級炭素を中
心とする官能基は立体障害として機能するため、水の影響を受けにくく電荷のリークが抑
制される。しかし、酸素原子に結合している炭素が回転運動することにより、立体障害と
なりうる官能基も動くことができるため、帯電のリークに関与する水分子に対して、完全
な立体障害とはならない。その結果、三級炭素を中心とする官能基は、適度な立体障害と
しての機能を果たす。
【００７２】
したがって、上記極性樹脂と上記エーテル化合物を組み合わせることによって、従来内層
樹脂全体の電荷安定化効果に寄与していたものが、外層樹脂中においても電荷安定化効果
に寄与することができるようになる。その為、高温高湿環境から低温低湿環境に至るまで
、トナー全体としての電荷バランスが優れ、トナー担持体上のトナーコート均一性や、高
転写効率維持や、同一頁内の画像の転写均一性や、低い平滑性の転写材への転写均一性に
対し優れた効果を発揮する。また、上述の適度な立体障害が、重合性単量体の反応性を適
度に制御することが可能となり、本発明の如き粘弾特性を持ったトナーを得るために効果
的である。
【００７３】
上記構造式（１）、（２）で表されるエーテル化合物において、Ｒ1乃至Ｒ11のいずれか
が水素原子である場合には、立体障害としての機能が大幅に低減してしまい、逆に炭素数
が７以上のアルキル基である場合には、疎水性と親水性のバランスが著しく変化すること
や結着樹脂との相溶性が低くなることにより、エーテル化合物を添加する効果が得られな
くなる。そして、Ｒ1～Ｒ11は、炭素数１～４のアルキル基であることがより好ましい。
【００７４】
上記化合物は、上記のような効果を十分に発現するためには、トナーの質量基準で、５～
１，０００ｐｐｍ含有されていることが好ましい。より好ましくは１０～８００ｐｐｍで
あり、さらに好ましくは１０～５００ｐｐｍである。上記エーテル化合物は、１種以上含
有されていればよく、別の構造の上記エーテル化合物が含まれていても良い。その際の含
有量は、含有されているエーテル化合物量の総和とする。
【００７５】
該エーテル化合物の構造の一例として、以下のような構造が挙げられる。
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【化３】

【化４】

【化５】

【化６】

【００７６】
本発明においては、重合性単量体の重合度を制御する為に、公知の連鎖移動剤、重合禁止
剤を使用しても良い。
【００７７】
本発明に用いられる着色剤は、黒色着色剤として、カーボンブラック又は，以下に示すイ
エロー／マゼンタ／シアン着色剤を用い各色に調色されたものが利用される。また、懸濁
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重合法によってトナー粒子を製造する場合には、着色剤の持つ重合阻害性や水相移行性に
注意を払う必要があり、着色剤を表面改質（たとえば重合阻害のない疎水化処理）するこ
とが好ましい。特に染料やカーボンブラックは、重合阻害性を有しているものが多いので
使用の際に注意を要する。
【００７８】
イエロー着色剤としては、縮合アゾ化合物、イソインドリノン化合物、アンスラキノン化
合物、アゾ金属錯体、メチン化合物、アリルアミド化合物に代表される化合物が用いられ
る。具体的には、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１２、１３、１４、１５、１７、６２、７
４、８３、９３、９４、９５、９７、１０９、１１０、１１１、１２０、１２８、１２９
、１３８、１４７、１５０、１５５、１６８、１８０、１８５、２１４が好適に用いられ
る。
【００７９】
マゼンタ着色剤としては、縮合アゾ化合物、ジケトピロロピロール化合物、アントラキノ
ン、キナクリドン化合物、塩基染料レーキ化合物、ナフトール化合物、ベンズイミダゾロ
ン化合物、チオインジゴ化合物，ペリレン化合物が用いられる。具体的には、Ｃ．Ｉ．ピ
グメントレッド２、３、５、６、７、２３、４８：２、４８：３、４８：４、５７：１、
８１：１、１２２、１４６、１６６、１６９、１７７、１８４、１８５、２０２、２０６
、２２０、２２１、２３８、２５４、２６９、Ｃ．Ｉ．ピグメントバイオレッド１９が好
適に用いられる。
【００８０】
本発明に用いられるシアン着色剤としては、銅フタロシアニン化合物及びその誘導体、ア
ントラキノン化合物、塩基染料レーキ化合物が挙げられる。具体的には、Ｃ．Ｉ．ピグメ
ントブルー１、７、１５、１５：１、１５：２、１５：３、１５：４、６０、６２、６６
が特に好適に利用される。
【００８１】
これらの着色剤は、単独又は混合し更には固溶体の状態で用いることができる。着色剤は
、色相角、彩度、明度、耐光性、ＯＨＰ透明性、トナー中への分散性の点から選択される
。着色剤の添加量は、結着樹脂１００質量部に対し１～２０質量部が好適である。
【００８２】
本発明のトナーには、帯電特性を安定化するために上記スルホン酸基等を側鎖に持つ高分
子の他に、更に他の帯電制御剤を配合しても良い。帯電制御剤としては、公知のものが利
用でき、特に帯電スピードが速く、かつ、一定の摩擦帯電量を安定して維持できる帯電制
御剤が好ましい。さらに、トナーを直接重合法にて製造する場合には、重合阻害性が低く
、水系分散媒体への可溶化物が実質的にない帯電制御剤が特に好ましい。具体的な化合物
としては、負帯電制御剤としてサリチル酸、アルキルサリチル酸、ジアルキルサリチル酸
、ナフトエ酸、ダイカルボン酸の如き芳香族カルボン酸の金属化合物、アゾ染料あるいは
アゾ顔料の金属塩または金属錯体、ホウ素化合物、ケイ素化合物、カリックスアレーンが
挙げられる。正帯電制御剤として四級アンモニウム塩、該四級アンモニウム塩を側鎖に有
する高分子型化合物、グアニジン化合物、ニグロシン系化合物、イミダゾール化合物が挙
げられる。
【００８３】
これらの帯電制御剤の使用量としては、結着樹脂の種類、他の添加剤の有無、分散方法を
含めたトナー製造方法によって決定されるもので、一義的に限定されるものではないが、
内部添加する場合は、好ましくは結着樹脂又は重合性単量体１００質量部に対して０．１
～１０質量部、より好ましくは０．１～５質量部の範囲で用いられる。また、外部添加す
る場合、トナー粒子１００質量部に対し、好ましくは０．００５～１．０質量部、より好
ましくは０．０１～０．３質量部である。
【００８４】
懸濁重合する際に用いられる水系媒体には、有機又は無機の分散安定剤を添加することが
好ましい。例えば、無機分散安定剤としては、以下のものが挙げられる。リン酸カルシウ
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ム、リン酸マグネシウム、リン酸アルミニウム、リン酸亜鉛、炭酸カルシウム、炭酸マグ
ネシウム、水酸化カルシウム、水酸化マグネシウム、水酸化アルミニウム、メタケイ酸カ
ルシウム、硫酸カルシウム、硫酸バリウム、ベントナイト、酸化ケイ素、酸化アルミニウ
ム。有機分散安定剤として、以下のものが挙げられる。ポリビニルアルコール、ゼラチン
、メチルセルロース、メチルヒドロキシプロピルセルロース、エチルセルロース、カルボ
キシメチルセルロースのナトリウム塩、ポリアクリル酸及びその塩、デンプン。分散安定
剤は、重合性単量体１００質量部に対して、０．２～２０質量部使用することが好ましい
。
【００８５】
また、これら分散安定剤の微細な分散のために、０．００１～０．１質量部の界面活性剤
を使用してもよい。これは上記分散安定剤の所期の作用を促進するためのものであり、そ
の具体例としては、以下のものが挙げられる。ドデシルベンゼン硫酸ナトリウム、テトラ
デシル硫酸ナトリウム、ペンタデシル硫酸ナトリウム、オクチル硫酸ナトリウム、オレイ
ン酸ナトリウム、ラウリル酸ナトリウム、ステアリン酸カリウム、オレイン酸カルシウム
。
【００８６】
無機分散安定剤を用いる場合には、市販のものをそのまま用いても良いが、より細かい粒
子を得るために、水系媒体中にて該無機化合物を生成させても良い。例えばリン酸カルシ
ウムの場合、高撹拌下において、リン酸ナトリウム水溶液と塩化カルシウム水溶液を混合
するとよい。
【００８７】
本発明のトナーは、結着樹脂、着色剤、及びワックス成分を少なくとも含有するトナー粒
子と、無機微粉体とを有するトナーであって、無機微粉体は外添されていることが好まし
い。
無機微粉体の添加量は、トナー粒子１００質量部に対し０．０１～５質量部であることが
好ましく、０．１～４．０質量部であることがより好ましい。添加量が上記の範囲内であ
れば、定着性の低下を抑制しつつ、十分な流動性の向上効果が得られる。該無機微粉体は
、個数平均一次粒径が４～８０ｎｍであることが好ましく、４～６０ｎｍであることがよ
り好ましい。
【００８８】
無機微粉体としては、酸化チタン粉末、酸化アルミニウム粉末、酸化亜鉛粉末の如き金属
酸化物；湿式製法シリカ、乾式製法シリカの如きシリカ微粉末が挙げられる。また、上記
金属酸化物やシリカ微粉末をシランカップリング剤、チタンカップリング剤、シリコーン
オイルの如き処理剤により表面処理しても良い。更には、アルミドープシリカ、チタン酸
ストロンチウム、ハイドロタルサイトが挙げられる。
【００８９】
その他にも、外添剤として、フッ化ビニリデン微粉未、ポリテトラフルオロエチレン微粉
末の如きフッ素系樹脂粉末；ステアリン酸亜鉛、ステアリン酸カルシウム、ステアリン酸
鉛等の如き脂肪酸金属塩を添加することもできる。
【００９０】
次に、本発明のトナーを用いた画像形成方法について説明する。
本発明のトナーを適用することのできる画像形成方法における現像方法としては、トナー
担持体と静電潜像担持体である感光体の表面とが接触していても非接触であっても良い。
ここでは、接触している場合について説明する。
【００９１】
トナー担持体としては弾性ローラーを用い、弾性ローラー表面等にトナーをコーティング
し、これを感光体表面と接触させて現像する方法を用いることができる。弾性ローラーと
しては、弾性層の硬度がＡＳＫＥＲ－Ｃ硬度３０～６０度のものが好適に使用される。ト
ナー担持体と感光体表面とを接触させて現像を行う場合には、感光体とトナー層を介して
対向する弾性ローラーとの間に現像電界を形成することによって現像が行われる。このた
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め、弾性ローラーの弾性体を中抵抗領域に抵抗制御したり、導電性ローラーの表面層に薄
層の絶縁層を設けたりして、感光体表面との導通を防ぎつつ電界を保つ必要がある。また
、トナー担持体として、剛体ローラーを用い、感光体をベルトのごときフレキシブルな物
とした構成も可能である。トナー担持体の抵抗としては、良好な電界を形成する観点から
、１０2～１０9Ω・ｃｍの範囲が好ましい。
【００９２】
トナー担持体の表面状態としては、その表面粗度Ｒａを０．２～３．０μｍとなるように
設定すると、高画質及び高耐久性の両立に貢献することが可能である。該表面粗度Ｒａは
トナー搬送能力及びトナー帯電能力と相関する。該トナー担持体の表面粗度Ｒａを上記の
範囲とすることで、トナー担持体表面のトナーの搬送能力を適度に抑制し、該トナー担持
体上のトナー層を薄層化することができる。また、該トナー担持体とトナーの接触回数が
多くなるため、該トナーの帯電性も改善されるので相乗的に画質が向上する傾向にある。
【００９３】
本発明において、トナー担持体の表面粗度Ｒａは、ＪＩＳ表面粗さ「ＪＩＳ　Ｂ　０６０
１」に基づき、表面粗さ測定器（サーフコーダＳＥ－３０Ｈ、株式会社小坂研究所社製）
を用いて測定される中心線平均粗さに相当する。具体的には、粗さ曲線からその中心線の
方向に測定長さａとして２．５ｍｍの部分を抜き取り、この抜き取り部分の中心線をＸ軸
、縦倍率の方向をＹ軸、粗さ曲線をｙ＝ｆ（ｘ）で表したとき、次式によって求められる
値をマイクロメートル（μｍ）で表したものを言う。
【００９４】
【数２】

【００９５】
トナー担持体上のトナーコート量は、０．１～１．５ｍｇ／ｃｍ2が好ましい。トナーコ
ート量が上記の範囲である場合には、十分な画像濃度が得られ、また均一な摩擦帯電を得
ることができる。トナーコート量としては、０．２～０．９ｍｇ／ｃｍ2がより好ましい
。
【００９６】
トナー担持体は、感光体との対向部において同方向に回転していてもよいし、逆方向に回
転していてもよい。両者の回転が同方向である場合、トナー担持体の周速を感光体の周速
に対し１．０５～３．０倍となるように設定することが好ましい。トナー担持体の周速が
、上記範囲内である場合には、機械的ストレスによるトナーの劣化やトナー担持体へのト
ナー固着を抑制しつつ、感光体上のトナーに対する撹拌効果を十分に発揮することができ
、良好な画像が得られやすくなる。感光体としては、ａ－Ｓｅ、ＣｄＳ、ＺｎＯ2、ＯＰ
Ｃ、ａ－Ｓｉの様な光導電絶縁物質層を持つ感光ドラムもしくは感光ベルトが好適に使用
される。
【００９７】
ＯＰＣ感光体における感光層は、電荷発生物質及び電荷輸送性能を有する物質を同一層に
含有する単一層型でもよく、又は、電荷輸送層と電荷発生層を成分とする機能分離型感光
層であっても良い。導電性基体上に電荷発生層、次いで電荷輸送層の順で積層されている
構造の積層型感光層は好ましい例の一つである。また、有機系感光層の結着樹脂は特に限
定されるものではないが、ポリカーボネート樹脂、ポリエステル樹脂、アクリル系樹脂が
特に転写性に優れ、感光体へのトナーの融着、外添剤のフィルミングが起こりにくいため
好ましい。
【００９８】
次に本発明のトナーを適用し得る画像形成装置について添付図面を参照しながら以下に説
明する。
【００９９】
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図１において、１００は現像装置、１０９は感光体、１０５は紙などの被転写体、１０６
は転写部材、１０７は定着用加圧ローラー、１０８は定着用加熱ローラー、１１０は感光
体１０９に接触して直接帯電を行う一次帯電部材を示す。
【０１００】
一次帯電部材１１０は、感光体１０９表面を一様に帯電するものであり、バイアス電源１
１５が接続されている。
【０１０１】
現像装置１００はトナー１０４を収容しており、静電潜像担持体（感光体）１０９と接触
して矢印方向に回転するトナー担持体１０２を具備する。さらに、トナー量規制及び帯電
付与を行う規制部材としての現像ブレード１０１と、トナー１０４をトナー担持体１０２
に付着させ且つトナーへの帯電付与を行うため矢印方向に回転する塗布ローラー１０３を
備えている。トナー担持体１０２には現像バイアス電源１１７が接続されている。塗布ロ
ーラー１０３にも図示しないバイアス電源が接続されており、負帯電性トナーを使用する
場合は現像バイアスよりも負側に、正帯電性トナーを使用する場合は現像バイアスよりも
正側に電圧が設定される。
【０１０２】
転写部材１０６には感光体１０９と反対極性の転写バイアス電源１１６が接続されている
。
【０１０３】
ここで、感光体１０９とトナー担持体１０２の接触部分における回転方向の長さ、いわゆ
る現像ニップ幅は０．２～８．０ｍｍが好ましい。現像ニップの幅が上記の範囲内であれ
ば、より良好な現像を行うことができ、また感光体の磨耗を抑制することができる。
【０１０４】
トナーコート量は現像ブレード１０１により制御されるが、この現像ブレード１０１はト
ナー層を介してトナー担持体１０２に接触している。この時の接触圧は、４．９～４９Ｎ
／ｍ（５～５０ｇｆ／ｃｍ）が好ましい範囲である。接触圧が上記の範囲である場合には
、トナーコート量や摩擦帯電量を適正な範囲に調整しやすく、また、トナー粒子の変形や
部材への融着を抑制することができる。
【０１０５】
現像ブレード１０２の自由端部は、好ましいＮＥ長（現像ブレードのトナー担持体に対す
る当接部から自由端までの長さ）を与える範囲であればどのような形状でもよく、例えば
断面形状が直線状のもの以外にも、先端近傍で屈曲したＬ字形状のものや、先端近傍が球
状に膨らんだ形状のもの等が好適に用いられる。
【０１０６】
トナーコート量の規制部材としては、弾性ブレード以外にも、剛性のある金属ブレード等
を用いても良い。
【０１０７】
弾性の規制部材には、所望の極性にトナーを帯電させるのに適した摩擦帯電系列の材質を
選択することが好ましく、シリコーンゴム、ウレタンゴム、ＮＢＲの如きゴム弾性体、ポ
リエチレンテレフタレートの如き合成樹脂弾性体、ステンレス、鋼、リン青銅の如き金属
弾性体が使用できる。また、それらの複合体であっても良い。
【０１０８】
また、弾性の規制部材とトナー担持体に耐久性が要求される場合には、金属弾性体に樹脂
やゴムをスリーブ当接部に当たるように貼り合わせたり、コーティングしたりしたものが
好ましい。
【０１０９】
更に、弾性の規制部材中に有機物や無機物を添加してもよく、溶融混合させても良いし、
分散させても良い。例えば、金属酸化物、金属粉、セラミックス、炭素同素体、ウィスカ
ー、無機繊維、染料、顔料、界面活性剤などを添加することにより、トナーの帯電性をコ
ントロールできる。特に、弾性体がゴムや樹脂等の成型体の場合には、シリカ、アルミナ
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、チタニア、酸化錫、ジルコニア、酸化亜鉛等の金属酸化物微粉末、カーボンブラック、
一般にトナーに用いられる荷電制御剤等を含有させることも好ましい。
【０１１０】
またさらに、規制部材に直流電圧及び／または交流電圧を印加することによっても、トナ
ーへのほぐし作用のため、均一薄層塗布性、均一帯電性がより向上し、充分な画像濃度の
達成及び良質の画像を得ることができる。
【０１１１】
帯電部材としては、非接触式のコロナ帯電器と、ローラー等を用いる接触型の帯電部材が
あり、いずれのものも用いられる。効率的な均一帯電、シンプル化、低オゾン発生化のた
めには、接触方式のものが好ましく用いられる。
【０１１２】
図１においては、接触型の帯電部材を用いている。
【０１１３】
図１で用いている一次帯電部材１１０は、中心の芯金１１０ｂとその外周を形成した導電
性弾性層１１０ａとを基本構成とする帯電ローラーである。帯電ローラー１１０は、静電
潜像担持体一面に押圧力を持って当接され、静電潜像担持体１０９の回転に伴い従動回転
する。
【０１１４】
帯電ローラーを用いた時の好ましいプロセス条件としては、ローラーの当接圧が４．９～
４９０Ｎ／ｍ（５～５００ｇｆ／ｃｍ）で、直流電圧に交流電圧を重畳したものを印加電
圧として用いた時には、交流電圧＝０．５～５．０ｋＶｐｐ、交流周波数＝５０Ｈｚ～５
ｋＨｚ、直流電圧＝±０．２～±１．５ｋＶであり、直流電圧を用いた時には、直流電圧
＝±０．２～±５．０ｋＶである。尚、ドラムの削れ量を抑制する観点からは、直流電圧
のみを印加電圧として用いることがより好ましい。この他の接触帯電手段としては、帯電
ブレードを用いる方法や、導電性ブラシを用いる方法がある。これらの接触帯電手段は、
非接触のコロナ帯電に比べて、高電圧が不必要であり、またオゾンの発生が低減するとい
った点で優れている。接触帯電手段としての帯電ローラーおよび帯電ブレードの材質とし
ては、導電性ゴムが好ましく、その表面に離型性被膜を設けても良い。離型性被膜として
は、ナイロン系樹脂、ＰＶＤＦ（ポリフッ化ビニリデン）、ＰＶＤＣ（ポリ塩化ビニリデ
ン）などが適用可能である。
【０１１５】
尚、図１に記載の画像形成装置の説明として、接触帯電手段について述べたが、その他の
構成の画像形成装置においても接触帯電手段を用いる場合には、同様の装置及び条件を用
いることができる。
【０１１６】
一次帯電工程に次いで、発光素子からの露光１２３によって感光体１０９上に情報信号に
応じた静電潜像を形成し、トナー担持体１０２と当接する位置においてトナーにより静電
潜像を現像し可視像化する。さらに、本発明の画像形成方法において、特に感光体上にデ
ジタル潜像を形成した現像システムと組み合わせることで、潜像を乱さないためにドット
潜像に対して忠実に現像することが可能となる。該可視像は転写部材１０６により被転写
体１０５に転写され、加熱ローラー１０８と加圧ローラー１０７の間を通過して定着され
、定着画像を得る。なお、加熱加圧定着手段としては、ハロゲンヒーター等の発熱体を内
蔵した加熱ローラーとこれと押圧力をもって圧接された弾性体の加圧ローラーを基本構成
とする熱ローラー方式以外に、フィルムを介してヒーターにより加熱定着する方式も用い
られる。
【０１１７】
一方、転写されずに感光体１０９上に残った転写残トナーは、感光体１０９の表面に当接
されるクリーニングブレードを有するクリーナー１３８で回収され、感光体１０９はクリ
ーニングされる。
【０１１８】
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更に、本発明のトナーを用いた画像形成方法及び装置ユニットに関して図面を用いて説明
する。
【０１１９】
図２及び図３には、本発明の画像形成方法を中間転写体を用いて多重トナー像を記録材に
一括転写する画像形成装置の概略図を示す。
【０１２０】
潜像担持体としての静電潜像担持体（感光体ドラム）１の表面に、帯電バイアス電圧が印
加された帯電ローラー２を回転させながら接触させて、感光体ドラム表面を一次帯電し、
その後、露光手段としての光源装置Ｌより発せられたレーザー光Ｅにより、感光体ドラム
１上に第１の静電潜像を形成する。形成された第１の静電潜像は、回転可能なロータリー
ユニット２４に設けられている第１の現像装置としてブラック現像装置４Ｂｋ中のブラッ
クトナーにより現像され、ブラックトナー像が形成される。感光体ドラム１上に形成され
たブラックトナー像は、中間転写ドラムの導電性支持体に印加される転写バイアス電圧の
作用により、中間転写ドラム５上に静電的に一次転写される。次に、上記と同様にして感
光体ドラム１の表面に第２の静電潜像を形成し、ロータリーユニット２４を回転して、第
２の現像装置としてのイエロー現像装置４Ｙ中のイエロートナーにより現像してイエロー
トナー像を形成し、ブラックトナー像が一次転写されている中間転写ドラム５上にイエロ
ートナー像を静電的に一次転写する。同様にして、第３の静電潜像を形成し、ロータリー
ユニット２４を回転して、第３の現像装置としてのマゼンタ現像装置４Ｍ中のマゼンタト
ナーにより現像し、更に、第４の静電潜像を形成し、ロータリーユニット２４を回転して
、第４の現像装置としてシアン現像装置４Ｃ中のシアントナーにより、順次一次転写を行
って、中間転写ドラム５上に各色のトナー像をそれぞれ一次転写する。中間転写ドラム５
上に一次転写された多重トナー像は、記録材Ｐを介して反対側に位置する第２の転写装置
８からの転写バイアス電圧の作用により、記録材Ｐの上に静電的に一括に二次転写される
。記録材Ｐ上に二次転写された多重トナー像は加熱ローラー９ａ及び加圧ローラー９ｂを
有する定着装置９により記録材Ｐに加熱定着される。転写後に感光体ドラム１の表面上に
残存する転写残トナーは、感光体ドラム１の表面に当接するクリーニングブレードを有す
るクリーナー６で回収され、感光体ドラム１はクリーニングされる。
【０１２１】
感光体ドラム１から中間転写ドラム５への一次転写は、第１の転写装置としての中間転写
ドラム５の導電性支持体に、図示しない電源より転写バイアスを印加することによって、
トナー画像の転写が行われる。
【０１２２】
中間転写ドラム５は、剛体である導電性支持体５ａと、表面を覆う弾性層５ｂよりなる。
【０１２３】
導電性支持体５ａとしては、アルミニウム、鉄、銅及びステンレス等の金属や合金、及び
カーボンや金属粒子等を分散した導電性樹脂等を用いることができ、その形状としては円
筒状や、円筒の中心に軸を貫通したもの、円筒の内部に補強を施したもの等が挙げられる
。
【０１２４】
弾性層５ｂとしては、以下の材料で形成されたものが挙げられる。スチレン－ブタジエン
ゴム、ハイスチレンゴム、ブタジエンゴム、イソプレンゴム、エチレン－プロピレン共重
合体、ＥＰＤＭ（エチレンプロピレンジエンの３元共重合体）、ニトリルブタジエンゴム
（ＮＢＲ）、クロロプレンゴム、ブチルゴム、シリコーンゴム、フッ素ゴム、ニトリルゴ
ム、ウレタンゴム、アクリルゴム、エピクロロヒドリンゴム及びノルボルネンゴム等のエ
ラストマーゴム。ポリオレフィン系樹脂、シリコーン樹脂、フッ素系樹脂、ポリカーボネ
ート等の樹脂及びこれらの共重合体や混合物を用いても良い。
【０１２５】
また、弾性層のさらに表面に、潤滑性、はっ水性の高い滑剤をバインダー中に分散した表
面層を設けても良い。
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【０１２６】
滑剤としては以下のものが挙げられる。各種フッ素ゴム、フッ素エラストマー、黒鉛やグ
ラファイトにフッ素を結合したフッ化炭素及びポリテトラフルオロエチレン、ポリフッ化
ビニルデン、エチレン－テトラフルオロエチレン共重合体及びテトラフルオロエチレン－
パーフルオロアルキルビニルエーテル共重合体等のフッ素化合物、シリコーン樹脂、シリ
コーンゴム、シリコーンエラストマー等のシリコーン系化合物、ポリエチレン、ポリプロ
ピレン、ポリスチレン、アクリル樹脂、ポリアミド樹脂、フェノール樹脂及びエポキシ樹
脂。
【０１２７】
また、表面層のバインダー中に、抵抗を制御するために導電剤を適時添加しても良い。導
電剤としては、各種の導電性無機粒子及びカーボンブラック、イオン系導電剤、導電性樹
脂及び導電性粒子分散樹脂が挙げられる。
【０１２８】
中間転写ドラム５上に形成された多重トナー像は、第２の転写部材８により記録材Ｐ上に
一括に二次転写されるが、転写手段としてはコロナ帯電器の如き非接触静電転写手段、或
いは、転写ローラー及び転写ベルトの如き接触静電転写手段が使用可能である。
【０１２９】
転写ローラーを用いる場合、中間転写ドラムの弾性層の体積固有抵抗値よりも転写ローラ
ーの弾性層の体積固有抵抗値をより小さく設定することで転写ローラーへの印加電圧が軽
減でき、転写材上に良好なトナー像を形成できると共に転写材の中間転写体への巻き付き
を防止することができる。特に中間転写体の弾性層の体積固有抵抗値が転写ローラーの弾
性層の体積固有抵抗値より１０倍以上であることが特に好ましい。
【０１３０】
中間転写ドラム及び転写ローラーの硬度は、ＪＩＳ　Ｋ－６３０１に準拠し測定される。
本発明に用いられる中間転写ドラムは、１０～４０度の範囲の弾性層から構成されること
が好ましく、一方、転写ローラーの弾性層の硬度は、中間転写ドラムの弾性層の硬度より
硬く、４１～８０度の値を有するものが中間転写ドラムへの転写材の巻き付きを防止する
上で好ましい。中間転写ドラムと転写ローラーの硬度が逆になると、転写ローラー側に凹
部が形成され、中間転写ドラムへの転写材の巻き付きが発生しやすい。
【０１３１】
定着装置９としては、加熱ローラー９ａと加圧ローラー９ｂを有する熱ローラー定着装置
に替えて、記録材Ｐ上のトナー像に接するフィルムを加熱することにより、記録材Ｐ上の
トナー像を加熱し、記録材Ｐに多重トナー像を加熱定着するフィルム加熱定着装置を用い
ることもできる。
【０１３２】
図２に示した画像形成装置が用いている中間転写体としての中間転写ドラムに代えて、中
間転写ベルトを用いて多重トナー像を記録材に一括転写することも可能である。中間転写
ベルトの構成について、図３に示す。
【０１３３】
静電潜像担持体（感光ドラム）１上に形成担持されたトナー画像は、感光ドラム１と中間
転写ベルト３１０とのニップ部を通過する過程で、一次転写ローラー３１２から中間転写
ベルト３１０に印加される一次転写バイアスにより形成される電界により、中間転写ベル
ト３１０の外周面に順次一次転写される。３１１は中間転写ベルト３１０を掛け渡すロー
ラーである。
【０１３４】
感光ドラム１から中間転写ベルト３１０への第１～第４色のトナー画像の順次重畳転写の
ための一次転写バイアスは、トナーとは逆極性で、バイアス電源３１４から印加される。
【０１３５】
感光ドラム１から中間転写ベルト３１０への第１～第３色のトナー画像の一次転写工程に
おいて、二次転写ローラー３１３ｂ及びクリーニング用帯電部材３０９は中間転写ベルト
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３１０から離間することも可能である。
【０１３６】
３１３ｂは二次転写ローラーで、二次転写対向ローラー３１３ａに対応し平行に軸受させ
て中間転写ベルト３１０の下面部に離間可能な状態に配設してある。
【０１３７】
中間転写ベルト３１０上に転写された多色カラートナー画像の転写材Ｐへの転写は、二次
転写ローラー３１３ｂが中間転写ベルト３１０に当接されると共に、中間転写ベルト３１
０と二次転写ローラー３１３ｂとの当接ニップに所定のタイミングで転写材Ｐが給送され
、二次転写バイアスがバイアス電源３１６から二次転写ローラー３１３ｂに印加される。
この二次転写バイアスにより中間転写ベルト３１０から転写材Ｐへ多色カラートナー画像
が二次転写される。
【０１３８】
転写材Ｐへの画像転写終了後、中間転写ベルト３１０にはクリーニング用帯電部材３０９
が当接され、感光ドラム１とは逆極性のバイアスをバイアス電源３１５から印加すること
により、転写材Ｐに転写されずに中間転写ベルト３１０上に残留しているトナー（転写残
トナー）に感光ドラム１と逆極性の電荷が付与される。
【０１３９】
前記転写残トナーは、感光ドラム１とのニップ部およびその近傍において感光ドラム１に
静電的に転写されることにより、中間転写体がクリーニングされる。
【０１４０】
中間転写ベルトは、ベルト形状の基層と基層の上に設けられる表面処理層よりなる。なお
、表面処理層は複数の層により構成されていても良い。基層及び表面処理層には、ゴム、
エラストマー、樹脂を使用することができる。
【０１４１】
ゴム及びエラストマーとしては、以下のものが挙げられる。天然ゴム、イソプレンゴム、
スチレン－ブタジエンゴム、ブタジエンゴム、ブチルゴム、エチレン－プロピレンゴム、
エチレン－プロピレンターポリマー、クロロプレンゴム、クロロスルホン化ポリエチレン
、塩素化ポリエチレン、アクリロニトリルブタジエンゴム、ウレタンゴム、シンジオタク
チック１，２－ポリブタジエン、エピクロロヒドリンゴム、アクリルゴム、シリコーンゴ
ム、フッ素ゴム、多硫化ゴム、ポリノルボルネンゴム、水素化ニトリルゴム及び熱可塑性
エラストマー（例えばポリスチレン系、ポリオレフィン系、ポリ塩化ビニル系、ポリウレ
タン系、ポリアミド系、ポリエステル系及びフッ素樹脂系等）。これらの群より選ばれる
１種類あるいは２種類以上を使用することができる。
【０１４２】
また、樹脂としては、ポリオレフィン系樹脂、シリコーン樹脂、フッ素系樹脂、ポリカー
ボネートの如き樹脂を使用することができる。これら樹脂の共重合体や混合物を用いても
良い。
【０１４３】
基層としては、織布形状、不織布形状、糸状、フィルム形状をした芯体層の片面あるいは
両面に、上述のゴム、エラストマー、樹脂を被覆、浸漬、噴霧したものを使用しても良い
。
【０１４４】
芯体層を構成する材料は、以下のものが挙げられる。綿、絹、麻及び羊毛等の天然繊維；
キチン繊維、アルギン酸繊維及び再生セルロース繊維等の再生繊維；アセテート繊維等の
半合成繊維；ポリエステル繊維、ナイロン繊維、アクリル繊維、ポリオレフィン繊維、ポ
リビニルアルコール繊維、ポリ塩化ビニル繊維、ポリ塩化ビニリデン繊維、ポリウレタン
繊維、ポリアルキルパラオキシベンゾエート繊維、ポリアセタール繊維、アラミド繊維、
ポリフロロエチレン繊維及びフェノール繊維等の合成繊維；炭素繊維、ガラス繊維及びボ
ロン繊維等の無機繊維；鉄繊維及び銅繊維等の金属繊維。これらの群より選ばれる１種あ
るいは２種以上を用いることができる。
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【０１４５】
さらに、中間転写ベルトの抵抗値を調節するために基層および表面処理層中に導電剤を添
加しても良い。導電剤としては以下のものが挙げられる。カーボン；アルミニウムやニッ
ケルの如き金属粉末；酸化チタンの如き金属酸化物；４級アンモニウム塩含有ポリメタク
リル酸メチル；ポリビニルアニリン、ポリビニルピロール、ポリジアセチレン、ポリエチ
レンイミン、含硼素高分子化合物及びポリピロールの如き導電性高分子化合物。これらの
群より選ばれる１種あるいは２種以上を用いることができる。
【０１４６】
また、中間転写ベルト表面の滑り性を上げ、転写性を向上するために必要に応じて滑剤を
添加しても良い。滑剤としては、中間転写ドラムの弾性層に用いるものと同様の滑剤を用
いることができる。
【０１４７】
次に、複数画像形成部にて各色のトナー画像をそれぞれ形成し、これを同一転写材に順次
重ねて転写するようにした画像形成方法について図４に沿って説明する。
【０１４８】
図４に示される画像形成装置においては、第１、第２、第３及び第４の画像形成部２９ａ
、２９ｂ、２９ｃ、２９ｄが並設されており、各画像形成部はそれぞれ専用の静電潜像担
持体、いわゆる感光ドラム１９ａ、１９ｂ、１９ｃ及び１９ｄを具備している。
【０１４９】
感光ドラム１９ａ乃至１９ｄの外周側には、帯電手段３０ａ、３０ｂ、３０ｃおよび３０
ｄ、潜像形成手段２３ａ、２３ｂ、２３ｃ及び２３ｄ、現像手段１７ａ、１７ｂ、１７ｃ
及び１７ｄ、転写手段（転写用放電手段）２４ａ、２４ｂ、２４ｃ及び２４ｄ、ならびに
クリーニング手段１８ａ、１８ｂ、１８ｃ及び１８ｄが配置されている。
【０１５０】
このような構成にて、先ず、第１画像形成部２９ａの感光ドラム１９ａが帯電手段３０ａ
によって帯電され、そして潜像形成手段２３ａによって原稿画像における、例えばイエロ
ー成分色の潜像が形成される。該潜像は現像手段１７ａのイエロートナーを有する現像剤
で可視画像とされ、転写手段２４ａにて、転写材としての記録材Ｓに転写される。
【０１５１】
上記のようにイエロー画像が転写材Ｓに転写されている間に、第２画像形成部２９ｂでは
マゼンタ成分色の潜像が感光ドラム１９ｂ上に形成され、続いて現像手段１７ｂのマゼン
タトナーを有する現像剤で可視画像とされる。この可視画像（マゼンタトナー像）は、上
記の第１画像形成部２９ａでの転写が終了した転写材Ｓが転写部２４ｂに搬入されたとき
に、該転写材Ｓの所定位置に重ねて転写される。
【０１５２】
以下、上記と同様な方法により第３、第４の画像形成部２９ｃ、２９ｄによってシアン色
、ブラック色の画像形成が行なわれ、上記同一の転写材Ｓに、シアン色，ブラック色を重
ねて転写する。このような画像形成プロセスが終了した後、転写材Ｓは搬送ベルト２５に
より定着手段２２に搬送され、転写材Ｓ上の画像を定着する。これによって転写材Ｓ上に
は多色画像が得られるのである。転写が終了した各感光ドラム１９ａ、１９ｂ、１９ｃ及
び１９ｄはクリーニング手段１８ａ、１８ｂ、１８ｃ及び１８ｄにより残留トナーを除去
され、引き続き一連の画像形成プロセスが繰り返される。
【０１５３】
この画像形成装置において、転写材を搬送する搬送手段として加工の容易性及び耐久性の
観点からテトロン（登録商標）繊維のメッシュを用いた搬送ベルトや、ポリエチレンテレ
フタレート系樹脂、ポリイミド系樹脂、ウレタン系樹脂の如き薄い誘電体シートを用いた
搬送ベルトが好ましく利用される。
【０１５４】
一般に、このような搬送ベルトは体積抵抗が高く、カラー画像形成において数回の転写を
繰り返す過程で搬送ベルトの帯電量が増加してしまうため、均一な転写を維持するために
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は各転写の都度、転写電流を順次増加させる必要があるが、本発明のトナーは転写性が優
れているので、転写を繰り返す毎に搬送手段の帯電が増しても、各転写工程において同じ
転写電流で、均一度合いの高い転写を行うことができ、高品位な画像が得られる。
【０１５５】
転写材Ｓが第４画像形成部２９ｄを通過すると、ＡＣ電圧が除電器２０に加えられ、転写
材Ｓは除電され、ベルト２５から分離され、その後、定着器２２に入り、画像定着され、
排出口２６から排出される。
【０１５６】
図５は、中間転写ドラムを用い中間転写ドラム上に一次転写された４色のカラートナー画
像を記録材に一括して二次転写する際の二次転写手段として、転写ベルトを用いた画像形
成装置の説明図である。
【０１５７】
図５に示す装置システムにおいて、現像装置２４４－１、２４４－２、２４４－３、２４
４－４には、それぞれシアントナーを有する現像剤、マゼンタトナーを有する現像剤、イ
エロートナーを有する現像剤及びブラックトナーを有する現像剤が導入されている。感光
体２４１を帯電手段によって帯電し、更に露光２４３することによって静電荷像を形成し
、該静電荷像を現像装置２４４－１～２４４－４を用いて現像し、各色トナー像を静電潜
像担持体（感光体）２４１上に順次形成する。また、感光体２４１は図示しない駆動装置
によって矢印方向に回転される。
【０１５８】
帯電工程では、中心の芯金２４２ｂとその外周を形成した導電性弾性層２４２ａとを基本
構成とする帯電ローラー２４２が用いられている。帯電ローラー２４２は、感光体２４１
面に押圧力をもって圧接され、感光体２４１の回転に伴い従動回転する。
【０１５９】
感光体上のトナー像は、電圧（例えば、±０．１～±５ｋＶ）が印加されている中間転写
ドラム２４５に転写される。転写後の感光体表面は、クリーニングブレード２４８を有す
るクリーニング手段２４９でクリーニングされる。
【０１６０】
中間転写ドラム２４５は、前述したものと同様の中間転写ドラムを用いることができる。
尚、２４５ｂは、剛体である導電性支持体であり、２４５ａは、その表面を覆う弾性層で
ある。
【０１６１】
中間転写ドラム２４５は感光体２４１に対して並行に軸受けさせて感光体２４１の下面部
に接触させて配設してあり、感光体２４１と同じ周速度で矢印の反時計方向に回転する。
【０１６２】
感光体２４１の面に形成担持された第１色のトナー像が、感光体２４１と中間転写ドラム
２４５とが接する転写ニップ部を通過する過程で中間転写ドラム２４５に対する印加転写
バイアスで転写ニップ域に形成された電界によって、中間転写ドラム２４５の外面に対し
て中間転写される。
【０１６３】
必要により、着脱自在なクリーニング手段２８０により、転写材へのトナー像の転写後に
、中間転写ドラム２４５の表面がクリーニングされる。中間転写ドラム上にトナー像があ
る場合、トナー像を乱さないようにクリーニング手段２８０は、中間転写体表面から離さ
れる。
【０１６４】
図５では中間転写ドラム２４５の下方には、転写ベルト２４７が配置されている。転写ベ
ルト２４７は、中間転写ドラム２４５の軸に対して並行に配置された２本のローラー、す
なわちバイアスローラー２４７ａとテンションローラー２４７ｃに掛け渡されており、駆
動手段（不図示）によって駆動される。転写ベルト２４７は、テンションローラー２４７
ｃ側を中心にしてバイアスローラー２４７ａ側が矢印方向に移動可能に構成されているこ
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とにより、中間転写ドラム２４５に対して下方から矢印方向に接離することができる。バ
イアスローラー２４７ａには、二次転写バイアス源２４７ｄによって所望の二次転写バイ
アスが印加されており、一方、テンションローラー２４７ｃは接地されている。
【０１６５】
次に、転写ベルト２４７であるが、本実施の形態では、カーボンを分散させた熱硬化性ウ
レタンエラストマー層（厚さ約３００μｍ、体積抵抗率１０8～１０12Ω・ｃｍ（１ｋＶ
印加時））の上に、フッ素ゴム層（厚さ２０μｍ、体積抵抗率１０15Ω・ｃｍ（１ｋＶ印
加時））を重ねたゴムベルトを用いた。その外径寸法は周長８０ｍｍ×幅３００ｍｍのチ
ューブ形状である。
【０１６６】
上述の転写ベルト２４７は、前述のバイアスローラー２４７ａとテンションローラー２４
７ｃによって約５％延ばす張力印加がなされていてもよい。
【０１６７】
転写ベルト２４７は中間転写ドラム２４５と等速度或いは周速度に差をつけて回転させる
。転写材２４６は中間転写ドラム２４５と転写ベルト２４７との間に搬送されると同時に
、転写ベルト２４７にトナーが有する摩擦電荷と逆極性のバイアスを二次転写バイアス源
２４７ｄから印加することによって、中間転写ドラム２４５上のトナー像が転写材２４６
の表面側に転写される。
【０１６８】
バイアスローラーの材質としては、帯電ローラーと同様のものも用いることができ、好ま
しい転写のプロセス条件としては、ローラーの当接圧が４．９～４９０Ｎ／ｍ（５～５０
０ｇｆ／ｃｍ）で、直流電圧が±０．２～±１０ｋＶである。
【０１６９】
例えば、バイアスローラー２４７ａの導電性弾性層２４７ａ１はカーボン等の導電材を分
散させたポリウレタン、エチレン－プロピレン－ジエン系三元共重合体（ＥＰＤＭ）等の
体積抵抗１０6～１０10Ωｃｍ程度の弾性体でつくられている。芯金２４７ａ２には定電
圧電源によりバイアスが印加されている。バイアス条件としては、±０．２～±１０ｋＶ
が好ましい。
【０１７０】
次いで転写材２４６は、ハロゲンヒーター等の発熱体を内蔵させた加熱ローラーとこれと
押圧力をもって圧接された弾性体の加圧ローラーとを基本構成とする定着器２８１へ搬送
され、加熱ローラーと加圧ローラー間を通過することによってトナー像が転写材に加熱加
圧定着される。フィルムを介してヒーターにより定着する方法を用いても良い。
【実施例】
【０１７１】
以下、本発明について実施例をもって説明するが、本発明は実施例によって制限されるも
のではない。なお、実施例中で使用する部はすべて質量部を示す。
【０１７２】
＜実施例１＞
（水系分散媒体の調製）
水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３５０部
リン酸三カルシウム　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３部
上記混合物を高速撹拌装置ＴＫ式－ホモミキサーで１２，０００ｒｐｍのスピードで撹拌
しながら、６０℃に保持し水系分散媒体を調製した。
（重合性単量体組成物１の調製）
スチレン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６５部
Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー１５：３　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５部
負荷電性制御剤（３，５－ジ－ターシャリーブチルサリチル酸のアルミニウム化合物）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１部
上記処方をアトライターで常温にて５時間分散させ、単量体混合物１を調製した。
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引き続き、単量体混合物１を温度調節が可能な撹拌槽に投入し、これを６０℃まで昇温し
た。
次いで、フィッシャートロプシュワックス（最大吸熱ピーク＝７５℃）１０部を上記撹拌
槽に投入し、さらに撹拌を１時間継続して、重合性単量体組成物１を調製した。
（重合性単量体組成物２の調製）
ｎ－ブチルアクリレート　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３５部
ＦＣＡ１００１ＮＳ（スルホン酸基を有するビニル系重合体；藤倉化成社製）１部
極性樹脂（スチレン－メタクリル酸－メタクリル酸メチル共重合体（共重合比（質量比）
９６：１．５：２．５、Ｍｐ＝５８，０００、Ｍｗ＝５７，０００、Ｔｇ＝１０２℃、酸
価＝２０ｍｇＫＯＨ／ｇ、Ｍｗ／Ｍｎ＝２．１）　　　　　　　　　　　　２５部
ジ－ｔ－ブチルエーテル（エーテル化合物１）　　　　　　　　　　　０．０５部
上記処方を温度調節が可能な撹拌槽に投入し、６０℃に昇温した。ｎ－ブチルアクリレー
トの重合添加率が５％に達するまで攪拌し、重合性単量体組成物２を調製した。なお上記
重合添加率の測定は、単量体混合物をアセトンで希釈後ろ過し、ろ液をガスクロマトグラ
フィーにかけることで、ｎ－ブチルアクリレートが固有に持っているピークのピーク面積
を測定する。測定時におけるｎ－ブチルアクリレートのピーク面積と全く反応していない
場合のピーク面積との比から添加率を定量することができる。
（造粒／重合工程）
上記水系分散媒体中に、重合性単量体組成物１を投入し、次いで重合性単量体組成物２を
投入した。さらに、重合開始剤である２，２’－アゾビス－イソブチロバレロニトリル８
.０部を添加し、撹拌機の回転数を１２０００ｒｐｍに維持しつつ３０分間造粒した。そ
の後、高速撹拌装置をプロペラ式撹拌装置に代えて、内温を７０℃に昇温させ、ゆっくり
撹拌しながら５時間反応させた。次いで、容器内を温度８０℃に昇温して５時間維持した
。その後冷却した。
（洗浄／固液分離／乾燥工程／外添工程）
得られた重合体微粒子分散液に希塩酸を添加してｐＨを１．４とし、分散安定剤Ｃａ3（
ＰＯ4）2を溶解した。更に、ろ別、洗浄の後、温度４０℃で真空乾燥させ、篩を用いた分
級によって粒子径を調整して非磁性のシアントナー粒子を得た。得られたトナー粒子１０
０部に対して、ＢＥＴ法による比表面積が２００ｍ2／ｇである疎水性シリカ（母体シリ
カ１００部に対してシリコーンオイルで１０部処理。個数平均一次粒子径１３ｎｍ）２．
０部を、ヘンシェルミキサーにて１０分間撹拌することによって外添し、シアントナーＮ
ｏ．１を得た。シアントナーＮｏ．１の物性を表１に示す。また、後述の評価を行い、そ
の評価結果を表２に示す。
【０１７３】
レーザービームプリンター（キヤノン製：ＬＢＰ－８４０）改造機を用い、シアントナー
Ｎｏ．1を用いて画像形成を行い、画像評価を行った。
【０１７４】
図６は、非磁性一成分接触現像方式の電子写真プロセスを利用した、レーザービームプリ
ンター（キヤノン製：ＬＢＰ－８４０）改造機の概略図である。本実施例では以下の（ａ
）～（ｇ）の部分を改造した。
【０１７５】
（ａ）装置の帯電方式をゴムローラーを当接して行う接触帯電とし、直流電圧を印加した
（－１２００Ｖ）。
【０１７６】
（ｂ）トナー担持体をカーボンブラックを分散したシリコーンゴムからなる中抵抗ゴムロ
ーラー（直径１６ｍｍ、ＡＳＫＥＲ－Ｃ硬度４５度、抵抗１０5Ω・ｃｍ）に変更し、感
光体に当接した。
【０１７７】
（ｃ）該トナー担持体の回転周速は、感光体との接触部分において同方向であり、該感光
体回転周速に対し１５０％となるように駆動した。
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【０１７８】
（ｄ）感光体を以下のものに変更した。
Ａｌシリンダーを基体とし、これに以下に示すような構成の層を順次浸漬塗布により積層
して、感光体を作製した。
・導電性被覆層：酸化錫及び酸化チタン含有フェノール樹脂。膜厚１５μｍ。
・下引き層：変性ナイロン及び共重合ナイロン。膜厚０．６μｍ。
・電荷発生層：長波長域に吸収を持つチタニルフタロシアニン顔料含有ブチラール樹脂。
膜厚０．６μｍ。
・電荷輸送層：トリフェニルアミン化合物含有ポリカーボネート樹脂（オストワルド粘度
法による分子量２万）。膜厚２０μｍ。
【０１７９】
（ｅ）トナー担持体にトナーを塗布する手段として、現像装置内に発泡ウレタンゴムから
なる塗布ローラーを設け、該トナー担持体に当接させた。塗布ローラーには、ＤＣ成分（
－６００Ｖ）の電圧を印加した。
【０１８０】
（ｆ）該トナー担持体上トナーのコート層制御のために、規制部材として、樹脂コートし
たステンレス製ブレードを用いた。
【０１８１】
（ｇ）現像時の印加電圧をＤＣ成分（－４５０Ｖ）のみとした。
【０１８２】
該画像形成装置に用いられるトナー担持体と同径、同硬度、同抵抗を有するゴムローラー
表面に市販の塗料をごく薄く塗布し、画像形成装置を仮組みしたあと該ゴムローラーを取
り外し、光学顕微鏡によりステンレスブレード表面を観察し、ＮＥ長を測定した。ＮＥ長
は１．０５ｍｍであった。
【０１８３】
これらのプロセスカートリッジの改造に適合するよう電子写真装置に以下のように改造及
びプロセス条件設定を行った。
【０１８４】
感光体帯電電位は、暗部電位を－６００Ｖとし、明部電位を－１５０Ｖとした。
さらに定着器は、図７で示した、フィルムを介してヒーターにより定着する装置を用い、
加熱温度を１５０℃±２０℃となるよう制御できるように改造した。
また、プロセススピードを１５０（ｍｍ／ｓ）となるように改造した。
【０１８５】
以上の条件で、高温高湿環境（３０℃、８５％ＲＨ）下にトナーが充填されたプロセスカ
ートリッジを４８時間放置後、１％の印字比率の画像を、連続で３０００枚までプリント
アウトし、初期と３０００枚時に以下の項目に関して評価した。また、トナー物性を表１
に、評価結果を表２に示す。
なお、ここでいう初期とは、プロセスカートリッジを本体に設置し、画像を出した１枚目
からのことを指す。また、以下の（１）～（４）までの一連の評価を行うのに必要なプリ
ント画像を得ている間は、初期画像とみなす。
【０１８６】
（１）画像濃度
通常の複写機用普通紙（７５ｇ／ｍ2）の転写材を用いて、画出し試験において３０００
枚印字後にベタ画像を出力し、その濃度を測定することにより評価した。尚、画像濃度は
「マクベス反射濃度計　ＲＤ９１８」（マクベス社製）を用いて付属の取扱説明書に沿っ
て、原稿濃度が０．００の白地部分の画像に対する相対濃度を測定した。
Ａ：非常に良好　　　１．４０以上
Ｂ：良好　　　　　　１．３５以上、１．４０未満
Ｃ：並　　　　　　　１．００以上、１．３５未満
Ｄ：やや難あり　　　１．００未満
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【０１８７】
（２）光沢度
（１）で出力したベタ画像の光沢度を、光沢度計ＰＧ－３Ｄ（日本電色工業社製）を用い
て付属の取扱説明書に沿って測定した。
Ａ：非常に良好　　２０以上
Ｂ：良好　　　　　１５以上２０未満
Ｃ：並　　　　　　１０以上１５未満
Ｄ：やや難あり　　１０未満
【０１８８】
（３）周方向のスジ
（１）でベタ画像を出力した後、現像容器を分解し、トナー担持体の表面及び端部を目視
して評価を行った。以下に判定基準を示す。
Ａ：トナー担持体の表面や端部にはトナー破壊や融着によるトナー規制部材とトナー担持
体間への異物挟み込みが全くない。
Ｂ：トナー担持体とトナー端部シール間への異物挟み込みが若干見受けられる。
Ｃ：トナー担持体とトナー端部シール間への異物挟み込みに起因する周方向のスジが端部
で１～４本見受けられる。
Ｄ：トナー担持体とトナー端部シール間への異物挟み込みに起因する周方向のスジが全域
で５本以上見受けられる。
【０１８９】
（４）画像カブリ
グロス紙モード（１／２速）で、光沢紙に３０％の印字比率の画像をプリントアウトし、
「ＲＥＦＬＥＣＴＭＥＴＥＲ　ＭＯＤＥＬ　ＴＣ－６ＤＳ」（東京電色社製）を用い、測
定した印字プリントアウト画像の白地部分の白色度と転写紙の白色度の差から、カブリ濃
度（％）を算出し、３０００枚印字後の画像カブリを評価した。フィルターは、シアンの
場合はアンバーライト、イエローの場合はブルー、マゼンタ及びブラックではグリーンフ
ィルターを用いた。
Ａ：非常に良好　　　０．５％未満
Ｂ：良好　　　　　　０．５％以上１．０％未満
Ｃ：並　　　　　　　１．０％以上１．５％未満
Ｄ：やや難あり　　　１．５％以上
【０１９０】
（５）トナー飛散による本体・カートリッジ内の汚染
トナーの帯電性・流動性のバランスを評価するために３０００枚印字後のカートリッジ、
本体内カートリッジ周辺のトナーによる汚れ具合を観察した。
Ａ：非常に良好　　　カートリッジ、本体内カートリッジ周辺に、トナーによる汚れが全
く観察されない。
Ｂ：良好　　　　　　カートリッジに微量のトナーによる汚れが観察される。
Ｃ：並　　　　　　　カートリッジ、本体内カートリッジ周辺のトナーによる汚れが観察
されるが、画像・カートリッジの着脱には影響しない。
Ｄ：やや難あり　　　カートリッジ、本体内カートリッジ周辺がトナーによって著しく汚
れ、画像・カートリッジの着脱にも悪影響が見られる。
【０１９１】
（６）帯電の立ち上がり
トナーの帯電立ち上がりは、プリントの１枚目から２０枚目までのベタのパッチ画像の濃
度変化（マクベス反射濃度計で測定）で下記の基準で判断した。
ランクＡ：非常に良好　　　　　　　濃度１．４に至るまでの枚数が５枚以下。
ランクＢ：良好　　　　　　　　　　濃度１．４に至るまでの枚数が６～１０枚。
ランクＣ：並　　　　　　　　　　　濃度１．４に至るまでの枚数が１１～２０枚。
ランクＤ：やや難あり　　　　　　　２０枚目においても濃度１．４に至らない。
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【０１９２】
（７）転写均一性
１００枚及び３０００枚印字後のハーフトーン画像をＦｏｘ　Ｒｉｖｅｒ　Ｂｏｎｄ紙（
９０ｇ/ｍ2）に転写して評価した。以下に判定基準を示す。
Ａ：３０００枚時であっても、良好な転写均一性を示している。
Ｂ：３０００枚時に、転写均一性の若干劣るものが認められる。
Ｃ：１００枚、３０００枚サンプル時に、転写均一性の若干劣るものが認められる。
Ｄ：１００枚、３０００枚サンプル時に、転写均一性の大きく劣るものが認められる。
【０１９３】
（８）低温定着性
トナーが詰められたプロセスカートリッジを低温常湿環境下（１０℃／５０％ＲＨ）にて
４８時間放置する。その後、１０ｍｍ×１０ｍｍの四角画像が転写紙全体に均等に９ポイ
ント配置された画像パターンの未定着画像出力をする。単色トナー乗り量は、０．２～０
．４ｍｇ／ｃｍ2のハーフトーン画像を出力する。上記未定着画像を用いて定着開始温度
を評価した。なお、定着領域の評価は紙種としてＦｏｘ　Ｒｉｖｅｒ　Ｂｏｎｄ紙（９０
ｇ/ｍ2）を使用した。定着器は、オイル塗布機能のない直径４０ｍｍの熱ローラーを有す
る温調制御可能な外部定着にて、１５０ｍｍ／ｓｅｃの定着条件で測定した。尚、このと
きのローラー材質としては、上部、下部ともに、フッ素系のものを使用した。ニップ幅は
６ｍｍとした。
定着開始の判断は、定着画像（低温オフセットした画像も含む）を５０ｇ／ｃｍ2の荷重
をかけたシルボン紙〔Ｌｅｎｚ Ｃｌｅａｎｉｎｇ Ｐａｐｅｒ "ｄａｓｐｅｒ（Ｒ）"（
Ｏｚｕ Ｐａｐｅｒ Ｃｏ．Ｌｔｄ）〕で擦り、擦り前後の濃度低下率が２０％未満になる
温度を定着開始点と定義した。
【０１９４】
（９）低温時巻きつき性
定着ローラーへの巻きつき性については目視で確認し、巻きつき無く通紙した温度を巻き
つき開始点と定義した。
【０１９５】
（１０）保存安定性試験
現像装置から初期現像剤を１０ｇ抜き取り、トナーを１００ｍｌガラス瓶にいれ、５０℃
で１０日間放置した後に目視で判定した。
ランクＡ：非常に良好　　　　　　変化なし。
ランクＢ：良好　　　　　　　　　凝集体があるが、すぐにほぐれる。
ランクＣ：並　　　　　　　　　　ほぐれにくい。
ランクＤ：やや難あり　　　　　　流動性なし。
ランクＥ：問題あり　　　　　　　明白なケーキング。
【０１９６】
＜実施例２＞
極性樹脂の使用量を４０部に変更することを除いては、実施例１と同様にして、シアント
ナーＮｏ．２を得た。トナー物性を表１に、評価結果を表２に示す。
【０１９７】
＜実施例３＞
極性樹脂の使用量を１０部に変更することを除いては、実施例１と同様にして、シアント
ナーＮｏ．３を得た。トナー物性を表１に、評価結果を表２に示す。
【０１９８】
＜実施例４＞
重合性単量体組成物１の調製の際に、スチレンモノマーを５５部用いるように変更し、重
合性単量体組成物２の調製の際に、ｎ－ブチルアクリレートを４５部用いるように変更す
ることを除いては、実施例１と同様にして、シアントナーＮｏ．４を得た。トナー物性を
表１に、評価結果を表２に示す。
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【０１９９】
＜実施例５＞
重合性単量体組成物１の調製の際に、スチレンモノマーを５５部用いるように変更し、重
合性単量体組成物２の調製の際に、スチレンモノマーを２０部、ｎ－ブチルアクリレート
を２５部用いるように変更することを除いては、実施例１と同様にして、シアントナーＮ
ｏ．５を得た。トナー物性を表１に、評価結果を表２に示す。
【０２００】
＜実施例６＞
極性樹脂を、スチレン－α－メチルスチレン－メタクリル酸－メタクリル酸メチル共重合
体（共重合比６５：３０：１．５：２．５、Ｍｐ＝８０，０００、Ｍｗ＝８２，０００、
Ｔｇ＝１１９℃、酸価＝２０ｍｇＫＯＨ／ｇ、Ｍｗ／Ｍｎ＝２．１）に変更することを除
いては、実施例１と同様にして、シアントナーＮｏ．６を得た。トナー物性を表１に、評
価結果を表２に示す。
【０２０１】
＜実施例７＞
極性樹脂を、スチレン－ｎブチルアクリレート－メタクリル酸－メタクリル酸メチル共重
合体（共重合比８４：１２：１．５：２．５、Ｍｐ＝１５，０００、Ｍｗ＝１６，０００
、Ｔｇ＝８１℃、酸価＝２０ｍｇＫＯＨ／ｇ、Ｍｗ／Ｍｎ＝２．１）に変更することを除
いては、実施例１と同様にして、シアントナーＮｏ．７を得た。トナー物性を表１に、評
価結果を表２に示す。
【０２０２】
＜実施例８＞
水系分散媒体製造時におけるリン酸カルシウムの量を６部に変更すること以外は、実施例
１と同様にして、シアントナーＮｏ．８を得た。トナー物性を表１に、評価結果を表２に
示す。
【０２０３】
＜実施例９＞
水系分散媒体製造時におけるリン酸カルシウムの量を２部に変更すること以外は、実施例
１と同様にして、シアントナーＮｏ．９を得た。トナー物性を表１に、評価結果を表２に
示す。
【０２０４】
＜実施例１０＞
ＦＣＡ１００１ＮＳ（藤倉化成社製）の添加量を５部に変更すること以外は、実施例１と
同様にして、シアントナーＮｏ．１０を得た。トナー物性を表１に、評価結果を表２に示
す。
【０２０５】
＜実施例１１＞
ＦＣＡ１００１ＮＳ（藤倉化成社製）を添加しない以外は、実施例１と同様にして、シア
ントナーＮｏ．１１を得た。トナー物性を表１に、評価結果を表２に示す。
【０２０６】
＜実施例１２＞
ジ－ｔ－ブチルエーテル（エーテル化合物１）を添加しない以外は、実施例１と同様にし
て、シアントナーＮｏ．１２を得た。トナー物性を表１に、評価結果を表２に示す。
【０２０７】
＜実施例１３＞
ＦＣＡ１００１ＮＳ（藤倉化成社製）を下記のように合成される含硫黄重合体１に変更す
ること以外は、実施例１と同様にして、シアントナーＮｏ．１３を得た。トナー物性を表
１に、評価結果を表２に示す。
（含硫黄重合体１の製造）
スチレン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１００質量部
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ｏ－スチレンスルホン酸メチル　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５質量部
２,２'-アゾビスイソブチロニトリル　　　　　　　　　　　　　　　　　　１.３質量部
ジメチルホルムアミド　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１０質量部
冷却管、撹拌機、温度計および窒素導入管の付いた反応槽中にスチレン、ｏ－スチレンス
ルホン酸メチル、２,２'－アゾビスイソブチロニトリルを加えジメチルホルムアミドに溶
解させた後、窒素雰囲気下、７０℃で５時間重合させた。反応終了後、メタノール５００
部に再沈殿して回収した。得られた重合体を水５００部で２回洗浄を行い、減圧乾燥させ
ることで、化学式（１）で示されるスルホン酸メチルユニットを含む含硫黄重合体１（Ｍ
ｗ＝１３２００、Ｍｗ／Ｍｎ＝２．６）を得た。
【化７】

【０２０８】
＜実施例１４＞
ジ－ｔ－ブチルエーテル（エーテル化合物１）をｔ－ブチルイソブチルエーテル（エーテ
ル化合物４）に変更すること以外は、実施例１と同様にして、シアントナーＮｏ．１４を
得た。トナー物性を表１に、評価結果を表２に示す。
【０２０９】
＜実施例１５＞
重合性単量体組成物１の調製の際に、スチレンモノマーを５５部用いるように変更し、重
合性単量体組成物２の調製の際に、スチレンモノマーを３部、ｎ－ブチルアクリレートを
４２部用いるように変更することを除いては、実施例１と同様にして、シアントナーＮｏ
．１５を得た。トナー物性を表１に、評価結果を表２に示す。
【０２１０】
＜実施例１６＞
重合性単量体組成物１の調製の際に、スチレンモノマーを５５部用いるように変更し、重
合性単量体組成物２の調製の際に、スチレンモノマーを１７部、ｎ－ブチルアクリレート
を２８部用いるように変更することを除いては、実施例１と同様にして、シアントナーＮ
ｏ．１６を得た。トナー物性を表１に、評価結果を表２に示す。
【０２１１】
＜実施例１７＞
極性樹脂を、スチレン－ｎブチルアクリレート－メタクリル酸－メタクリル酸メチル共重
合体（共重合比８４：１２：１．５：２．５、Ｍｐ＝９，９００、Ｍｗ＝１０，０００、
Ｔｇ＝８０℃、酸価＝２０ｍｇＫＯＨ／ｇ、Ｍｗ／Ｍｎ＝２．２）に変更することを除い
ては、実施例１と同様にして、シアントナーＮｏ．１７を得た。トナー物性を表１に、評
価結果を表２に示す。
【０２１２】
＜実施例１８＞
極性樹脂を、スチレン－ｎブチルアクリレート－メタクリル酸－メタクリル酸メチル共重
合体（共重合比８４：１２：１．５：２．５、Ｍｐ＝２０，０００、Ｍｗ＝２２，０００
、Ｔｇ＝８１℃、酸価＝２０ｍｇＫＯＨ／ｇ、Ｍｗ／Ｍｎ＝１．９）に変更することを除
いては、実施例１と同様にして、シアントナーＮｏ．１８を得た。トナー物性を表１に、
評価結果を表２に示す。
【０２１３】
＜比較例１＞
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極性樹脂をスチレン－ｎブチルアクリレート－メタクリル酸－メタクリル酸メチル共重合
体（共重合比８４：１２：１．５：２．５、Ｍｐ＝１５，０００、Ｍｗ＝１６，０００、
Ｔｇ＝８１℃、酸価＝２０ｍｇＫＯＨ／ｇ、Ｍｗ／Ｍｎ＝２．１）１０部に変更すること
を除いては、実施例４と同様にして、シアントナーＮｏ．１９を得た。トナー物性を表１
に、評価結果を表２に示す。
【０２１４】
＜比較例２＞
ジ－ｔ－ブチルエーテル（エーテル化合物１）を添加しない以外は、比較例１と同様にし
て、シアントナーＮｏ．２０を得た。トナー物性を表１に、評価結果を表２に示す。
【０２１５】
＜比較例３＞
極性樹脂をスチレン－α－メチルスチレン－メタクリル酸－メタクリル酸メチル共重合体
（共重合比６５：３０：１．５：２．５、Ｍｐ＝８０，０００、Ｍｗ＝８２，０００、Ｔ
ｇ＝１１９℃、酸価＝２０ｍｇＫＯＨ／ｇ、Ｍｗ／Ｍｎ＝２．１）４０部に変更し、ジ－
ｔ－ブチルエーテル（エーテル化合物１）を添加しない以外は、実施例５と同様にして、
シアントナーＮｏ．２１を得た。トナー物性を表１に、評価結果を表２に示す。
【０２１６】
＜比較例４＞
ジ－ｔ－ブチルエーテル（エーテル化合物１）を０．０５部添加する以外は、比較例３と
同様にして、シアントナーＮｏ．２２を得た。トナー物性を表１に、評価結果を表２に示
す。
＜比較例５＞
極性樹脂を飽和ポリエステル樹脂（テレフタル酸とプロピレンオキサイド変性ビスフェノ
ールＡから生成；Ｍｐ＝９０００、Ｍｗ＝８９００、Ｔｇ＝７２℃、酸価＝１２．０ｍｇ
ＫＯＨ／ｇ、Ｍｗ／Ｍｎ＝２．２）２０部に変更する以外は、実施例１と同様にして、シ
アントナーＮｏ．２３を得た。トナー物性を表１に、評価結果を表２に示す。
【０２１７】
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【表１】

【０２１８】
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